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産地型製造業地域の持続可能性および非産地型との関係 
―研究史の整理と燕を中心とした検討― 
 
松尾 容孝 
 
1．はじめに－研究目的－ 
 
 小論の目的は、日本における近年の中小製造業の集積実態の変化を対象に、イノヴェーショ
ンに焦点をあてて、産地型の持続可能性、産地型と非産地型の異同・関係を検討することであ
る。 
 1970 年台以降、少品種大量生産から多品種少量生産への移行、産業地域内分業の外延化・解
体が進行した。また、生産の知識･技術、分業や部門編成などの組織形態、販売方式が大きく変
化した。製造業の構造的ともいえる変化は長期にわたって進行し今日に至っている。この間、
工業地理学は、活発な研究分野として多くの研究成果を生みだしてきた。 
 小論は、研究史の渉猟と産地型製造業を主対象とする現状分析を主目的とする。まず、工業
地理学の研究史をフォローして、製造業に生起したさまざまな変化の確認と本研究が念頭にお
くべき研究成果や解明が俟たれる課題を確認する。次に、日本における産地の動向を概括的に
分析し、そのうえで新潟県燕市を中心とする機械・金属製造業産地（洋食器、ハウスウェアー
産地）を対象に、経済地理学の研究成果の中に定位して検討すべき具体的テーマを特定し、現
地調査を踏まえて燕において生起している現象を予察的に考察する。 
 産地型製造業、機械・金属製造業産地を対象とするのは、70～80 年台に日本の製造業を主導
的に牽引した機械・金属製造業が、価格面だけでなく技術においても徐々に海外の国々の後塵
を拝し、再編・縮小を余儀なくされていることによる。垂直統合からの離陸が果たせない大企
業にとどまらず、専門特化や進取（ベンチャー）性にすぐれているといわれる中小企業におい
ても同じ状況が当てはまるのか？中小製造業の集積はイノヴェーションによる産業成長を支え
てきたが、集積の経済性を持続できず産地の解体が進行しているのか？  
日本では、年間 5 億円以上の出荷額の中小製造業産地が約 400～500 箇所存続してきた。し
かし、1990 年台後半以降、産地数・企業数・従事者数・出荷額がすべて減少し、急速に縮小し
ている。縮小過程にある産地型製造業の産業地区は、非産地型の産業集積と異なるタイプの産
業集積として今後も存続していくのか、それとも両タイプの異同は解消していくのか？一方、
大都市圏の産業集積地においても、中核企業・大企業が大都市圏外周部さらに東アジア等に移
転し、小零細企業についても、集積の経済性に則らない取り組みや産地の変化が指摘されてい
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る。両タイプを比較して、産業集積の展開動向を見定めたい。「企業家セクター」の中小企業群
と、産地の中小企業群は、どのような関係にあるのか。対外的競合の激化と活動･取引のエリア
やネットワークの変化について、実態把握に基づく議論が必要である。 
 そのような困難を抱えてはいるが、中小企業すなわち SMEs の成長は、企業活動の側面だけ
でなく、先進国・開発途上国を問わず、地域の活性化・持続可能性の観点から、地域政策の重
要な柱となっている。製造業は地域の存立・成長にとって大きな比重を占め、国、県、市町村
がそれぞれ中小企業支援施策を実施し、地域特性を踏まえた産業の活性化を模索している。行
政領域をはじめとする産業地区における産業集積ないし産業クラスターをめざす取り組みが主
流をなす。中小企業支援機関による経済地域の特性に沿った支援施策について、燕市と京浜地
区（横浜市）を主な事例にして、考察する。 
 
2．研究史の整理と分析視角 
 
（1）中小企業製造業の特性、立地と空間編成、地域的生産システムと産業集積、企業群ネット
ワークの研究史 
 中小企業製造業の特性、立地と空間編成、地域的生産システムと産業集積、企業群ネットワー
ク、中小企業論を軸に、経済地理学、経済学、経営学による研究史を整理して論点を確認しよ
う。 
経済地理学では、まず各地の産地・地場産業地域、企業城下町、鉱山町などを対象にした個
別地域調査が蓄積されてきた。一方で、A. ウェーバーに代表され、その後に続く抽象的な工業
立地論研究がある。また、両者の中間に、産業と地域構造、立地の変動、経済空間秩序などを
関心の対象とする研究がある。3 者の研究は相互の交流が不十分な状態で展開してきた。経済
学と経営学は、後 2 者に関わる研究のほか、とりわけ経営学に中小企業論研究が多い。後 2 者
に関わる研究、すなわち製造業の立地、産業地域構造、産業集積や企業間ネットワークに関す
る古典的研究と 1980 年台以降の所説を表 1にまとめた（注 1）。 
まず、産地ないし地場産業地域の個別地域調査には、板倉勝高･井出策夫･竹内淳彦（1970）、
板倉勝高編著（1978a, 1978b, 1985）、板倉・北村嘉行編（1980, 1982）などがある。この研究
では、伝統工芸化が進む産地も含めて、地場産業を、もともと同業近在産業が成長して局限さ
れた地域にまとまって分布し、域外への供給体制を作り上げ、現在も存続している産業と定義
した。中央資本の大企業とその下請集団は、地場産業に対置される産業と位置づけられ、個々
の地場産業がもたらす地域特性への論及が研究視角として重要であると主張する（板倉 1985）。
「経済地誌」へと収斂する傾向が強く、個別の地場産業・地場産業地域を主に域内条件によっ 
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表 1．製造業の立地と産業集積、企業間ネットワークに関する経済地理学などの所説 
―古典と 1980 年台以降の研究成果― 
研究者 所説のキーワード 年 概要 
A. マーシャル 
産業集積 
産業地区 
1890
1920
1919
1923
先駆的な産業集積論。生産増大の 3 大要素：土地･資本･労働のうち、資本は主に知識や組織
を構成し、組織は分業や機械･技能を通じて生産を増大させる。産業集積は、自然条件、需
要、知識や技術のスピルオーバーとそれを受容して新たな知識や技術を生み出すシナジーが
生じる環境、前方連関と後方連関に関わる分業、労働力の流入、資本流入の促進、企業間労
働移動が活発で自由な社会などの条件によって発生し、持続し強固になる。このほか、大都市
圏では多様な産業の集積が地域経済の安定性を高める、交通通信の発達が産業集積に与え
る影響は両義的であると指摘する。大企業と小企業集積を比較し、規模の経済に基づく大企業
の優位性と小企業集積が大企業に駆逐されず生存する条件について検討している。マーシャ
ルの｢産業地区｣は、一般に、小規模企業の集積するある産業に特化した産地が念頭されるが、
著作に基づけば、大都市圏の小規模企業の集積地域も｢産業地区｣の一形態と考えていた。 
A. ウェーバー 工業立地の集積 
1909
1922
工業は原料･燃料･製品の輸送費や労働費などの費用最小地点に立地する。この立地費用の
低廉化をもたらす条件に集積や分散がある。ある場所での統合的生産により生じる生産や販売
の低廉化を生じる要因を集積因子と定義し、演繹的かつ計測可能な方法で集積因子を具体的
に細大もらさず捉えることをめざした。集積度の計測指標｢加工係数｣の考案、集積の段階区分
(経営の規模拡大＝｢低次の集積｣、数個の経営の近接＝｢高次の集積｣)、発生要因･過程によ
る分類(｢純粋集積(技術的集積)｣｢偶然的集積｣｢社会的集積｣)などはそのための概念である。 
E.M.フーヴァー(1937,1968)､A.レッシュ(1940,1991)､M.L.グリーンハット(1956,1972)らの立地論
研究､国際貿易論から立地を検討した B.ウ(オ)リーン(1933,1957,1980)や P. クルーグマンの研
究が、工業立地の集積のテーマを継承している。 
R. ヴァーノン プロダクトサイクル説 1966
生産の標準化(熟練の解体)により立地移動が容易になり、工場の分散が可能になった条件下
での、製品のライフサイクルに合わせた生産拠点の移転と国際分業に関する説。新製品の開発
の初期段階には、研究開発･技術や市場面の不確実性を避けて先進国やその大都市に工場
立地が集中する。需要が伸びて成熟製品となった段階には、量産体制が確立してコスト削減の
ため他の先進国に生産拠点が徐々に移転する。標準化製品の段階になると、発展途上国に生
産拠点が移転して先進国は生産から撤退する。 
矢田俊文 地域構造論 
1973
1982
1990
国民経済の地域的分業体系(空間構造)を、産業配置、地域経済(産業地域･経済圏)、国土利
用、地域政策の 4 部門に沿って把握する視角。集積に関しては、産業配置に関連して企業の
規模の経済性と接触の利益(外部経済としての近接の利益と結合の利益)の存在を指摘する
が、特に深い関心をよせていない。経済の進展に伴う地域構造の変化、歴史的展開を異にす
る各国の地域構造を視野に入れて、地域構造の実証を深めることと、地域間の経済構造の平
準化や自律的広域経済圏からなる国土構造の形成への政策的関心が強い。 
D. マッシー 
構造アプローチ 
空間的分業 
1984
企業･産業の立地に関する議論を、空間構造分析を通じて、国民(地域)経済レベルで検証･提
示するアプローチ。現代製造業の生産･経営両組織の空間構造は｢局地集中型｣→｢分工場型｣
→｢部分工程型｣へと次第に変化し、経営や R&D の部門と単純な生産工程部門の分業が進行
する。それに応じてホワイトカラーから労働者にいたる社会的階層も空間的に分化再編され、格
差の不平等が進行していく。 
M.J. ピオリと 
C. F. セーブル 
柔軟な専門化(特化) 
第二の産業分水嶺 
1984
現代は巨大企業による少品種大量生産から中小企業による多品種少量生産への構造的変動
が進行している。先端技術を駆使し特定の行程に専門化した、自立した中小企業群が、市場の
変化や需要の多様化に対応して柔軟に相手を組み変えて生産を実現する「柔軟な専門化」の
システムは、19 世紀の機械制大工業に匹敵する変革である。 
M.グラノベター 埋め込み概念 1985
ポランニー説を拡張し、経済活動は社会関係の影響を受け、企業は組織間の社会ネットワーク
に埋め込まれている、経済現象の説明には社会構造の理解が不可欠とする説。継続的取引や
協力･提携に欠かせない組織間信頼(互恵的信頼関係、評判)は経済活動に多大の影響を与
え、社会ネットワークは情報や資源の交換だけでなく、企業間の経済活動に文化や規範を形成
し、組織間の信頼関係構築に重要な役割を果たす。｢埋め込み｣の(定量的)実証分析、｢埋め込
み｣を用いたネットワークの制御機構の検討、信頼性の認知メカニズムの探究により、｢埋め込
み｣を科学的に解明して権力の源泉に活用する試みが出現すると予測している。 
A. マークセン プロフィット･サイクル･モデル 
1985
1987
1996
1998
地域経済と企業立地は製品のライフサイクルや企業の寡占立地の程度等に沿って 5 段階の変
化をする。第一段階は利潤 0 で生産規模を拡大するため、生産を主導するイノベーターの所在
地に立地し、第二段階は超過利潤が発生し第一段階の生産地で集積が生じる。第三段階は生
産規模と企業数が拡大の後縮小過程に入り、企業は安価な労働力・土地への分散立地を進め
る。第四段階は立地企業間で競争が激化し、成功した寡占企業が一地域に工場を集中し、分
散立地が阻害される。第五段階は負の利潤の発生によってスクラップと安価な生産地への立地
移動が生じるが、小企業は既存地点にとどまる。 
A. J. スコット 新産業空間論 1988
大量生産終焉後の生産システム・生産販売部門が、系列に編成されていない多数の各部分工
程を受け持つ企業群のネットワーク内で相互依存的に組織されて産業複合体(産業都市)を形
成し、生産全体に占める比重を高め、それによってさらに企業が叢生する。フレキシブル生産に
より垂直分割が増大して、生産･販売の協業・取引関係の外部化が拡大し、そのリンケージコス
ト(取引費用＋輸送費)の縮減のため生産に関わる企業群からなる産業複合体は凝集する。取
引や雇用を求めて企業や労働者が外部から引き寄せられて中心に貢献する周辺部を形成し、
デザインクラフト産業はインナーエリア、金融サービス業は CBD にそれぞれ立地し、現代的都
市構造が形成される。 
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研究者 所説のキーワード 年 概要 
A. J. スコット 新産業空間論以後 
1990
1998
｢新産業空間論｣に対する批判を踏まえ、システムハウス型産業を事例とした大企業の集積形
成、技術･組織形態の異なる多様な産業の労働市場のフレキシビリティの検討により、集積のメ
カニズムを検討し、フレキシビリティが多数の労働者層を犠牲にして進展し、資本主義の先端を
なすリージョナルモーター群が社会経済問題を抱えながら経済的に繁栄するグローバル資本
主義を進展させると論じる。 
M. ストーパー 
地域･地域性(人間による地理
空間の生成･分化･変容) 
産業地域 
1986
1989
1992
1997
理論(マクロ)と経験的事(ミクロ)実をつなぐのが地域(人間が形成分化する地理空間。産業地域)
分析である。地域組織(産業地域)が産業の変化をいかなる結果として示しているのか。商品生
産の展開によって、個々の状況に即してさまざまに様相の異なる、偏差の大きい地理空間が生
成する。都市･地域発展の基盤をなすとともに、資本主義経済の生産諸力や社会関係が展開
する場として、各地に所在し相互に関係しあう地域＝地表の生産複合体を対象にして分析する
ことが重要である。 
A. リピエッツ ポストフォーディズム 
1990
1992
資本家は標準化された製品の大量生産に合わせた労働者編成を実施し、労働者は生産性に
見合った高い賃金を得ることで、労資の妥協がフォーディズムを支えた。フォーディズム終焉後
は、ネオフォーディズム(ME 化＋パート労働力、下請け企業群の準垂直統合、分散型立地)、カ
リフォルニア型(雇用競争、専門企業ネットワークの準垂直統合、集積型立地)、カルマリズム型
(サターン型。集団交渉の安定雇用、パートナーシップ型の準垂直統合、集積型立地)の類型が
あることを指摘した。また、経済のグローバルな進行に対して、雇用や教育等の社会生活につ
いてはローカルレベルでの安定を志向する。 
GREMI 学派 
R.フロリダら 
TSER ネットワーク 
イノヴェーティヴ・ミリュー 
学習する地域 
集団的学習過程 
1991
1995
1999
知識やイノヴェーションが比重を高める現在の工業生産では、イノヴェーションに基づく産業集
積を安定的・継続的に進展させるために、市場の不確実性を低減させ適切に対処して的確な
判断と意思決定を行える学習システムを内在化した生産の統合、つまり学習過程を組み込んだ
自己成長を可能にする仕組みが追求されている。企業間・技術者間・物流や情報・ガバナンス
等のネットワークや基盤を一層向上させる仕組み＝集団的学習過程をつくってイノヴェーション
が発生する産業地区・産業集積地を実現する取り組みを支援・検討している。 
A. マークセン 産業集積地域類型 
1993
1995
1996
産業集積地域として、次の諸類型を対比して提示した。マーシャル型(地域内の小規模な企業
群が内部取引により独自の地域文化と結束性を誇り、需要に対して弾力的な労働市場があり労
働者の転入割合も高い。地域内部で濃密な情報の流れや信頼がある)、ハブ･アンド･スプーク
型(中核の大企業と垂直統合した、大企業に供給する地域内企業群があり、中核企業が長期契
約や提携により地域に安定があるが、中核の大企業は域外企業と広域的に取引を行う。地域
内に熟練労働市場が形成され、地域内の結束性が高い)、サテライト型(域外の本社大企業が
支配する組立型分工場群が地域内に所在し、域内での工場群相互の交流はない。各工場の
管理職･専門職･技術職が本社採用のため転入転出率が高く、所得水準は比較的高い。中期
的には本社大企業が管理運営する別の産業集積地域との淘汰の危険にさらされる)、国家支援
型(政府組織によって支配されたビジネス構造で、サプライヤー(部品製造業者､仕入先､供給
元､納品業者)や顧客との契約や委託による取引が行われ、一般の民間地元企業との取引は少
ない)。 
クルーグマン 新しい空間経済学 
1991
1994
製造業を集積させる営力を、収穫逓増と不完全競争の条件下での産業立地モデルを用いて導
出した。国際貿易論と経済地理学･立地論は類似した現象を対象とし、ヴェーバーの古典的立
地論の延長戦上に、ヴァーノンやウ(オ)リーンの研究が蓄積されてきた。クルーグマンの研究も
その系列に連なり、立地論による考察を行っている。一般均衡論と、収穫逓増と不完全競争の
もとでの工業立地(製造業の配置)を検討しており、工業の集中配置･分散配置･均衡配置の変
化条件を考察している。 
ポーター 
ダイヤモンド 
産業クラスター 
1998
企業と機関(金融機関･関連団体･大学や政府)は相互に作用･結合して産業クラスターを形成す
る。産業クラスターが競争するのに必要な生産要素、産業が対象とする製品やサービスに対す
る需要、製品供給で国際競争を行う水準の産業、企業の戦略･構造･競争等の条件に関する国
の地位･レベルがどの程度に位置するのかが、現実に産業クラスターがどの程度国際競争にお
いて優位につけるかを規定する。相互に関連した企業･機関が地理的に集積し、競争しつつ協
力する状態にあれば、規模の経済と輸送費用との相互作用により産業クラスターのグレードアッ
プが生じ、国の競争力が高まる。 
A. マークセン 文化産業と創造都市論 
2006
2007
文化産業が根づいている地域は安定性が高く持続可能な産業地域の特色をもっている点が注
目される。都市規模が大きくなくとも、芸術家・文化的労働者は教育や研修のレベルが高く、ス
キルを磨き、非文化産業部門の生産にもコミュニティにも貢献し、内外のさまざまなネットワーク
で結ばれていて、かつ自営者の割合が高い。ビジュアルアーティストは映画産業、音楽家は宗
教団体で働く人が多く、商業分野で所得を得、非営利部門で芸術活動の実践の機会を得てイ
ノヴェーションを起こし、コミュニティ部門でコミュニティの生活を豊かにし、文化的アイデンティ
ティを確立する。創造都市を模索するなら、都市がこれらの芸術家・文化労働者により選好さ
れ、文化や芸術を支援する政策(アートファンドの創設、アートスペースの提供、分散的な文化
結節点の形成など)を採用して、彼らが芸術を進めていく中で流入したくなる条件を整えることが
重要である。芸術家・文化労働者は、その活動及び彼らが結んでいるネットワークによって、都
市に様々な貢献をするので都市の創造性も持続可能性も高まる。 
注 1）表中の各研究者が所説を展開した文献については、小論の参考文献を参照。 
注 2）本表の作成のため、各研究者の著作のほか、次の先行研究を参考にした。松橋公治(1986)、矢田俊文編著(1990)、富樫幸一(1997)、友澤和夫
(1999, 2000)、松原 宏(1999)、竹内弘高訳(1999)、矢田・松原編著(2000)、山本健兒(2005)、長尾謙吉(2006)、藤田 誠(2011) 
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て完結的に説明する。域外との競争・競合などによる盛衰や技術・資本・労働力などの要因に
よる産業の動態・変容への関心は薄い。また、1963 年以来、中小企業庁が、中小企業等協同組
合法に基づく協同組合等を組織する中小製造業企業の地理的まとまりを「産地」と定義し、長
年統計調査を実施して『産地概況調査』を刊行してきた。「産地」は大半の場合地場産業地域と
みなせるが、これらの地場産業研究ではほとんど言及がなく、接点をもたない。 
次に、工業立地論は、高度に抽象化した条件下で工業立地を考察してきた。表 1 に示したよ
うに、A.ウェーバー（1909, 1922）以後、E.M.フーヴァー（1937, 1968）、A.レッシュ（1940, 
1991）、M.L.グリーンハット（1956, 1972）らの研究が続き、国際貿易論分野からも B.ウリー
ン（オリーン）（1933, 1957, 1980）、P.クルーグマン（1991）などの研究がある。集積のタイ
プは、個企業の規模の経済（内部経済効果）による集積、同種企業群の集中（単位生産費の低
下やスピルオーバーなどの外部経済効果）による集積、異業種企業群の集中（派生的外部経済
効果）による集積などの経済的な効果に基づく集積のほか、価値観・文化・慣習・制度などの
ソーシャル・キャピタル共有の効果による集積、逆に自律的変化を生み出す内部イノヴェーショ
ンの共有や相乗効果による集積など、多種多様であるが、工業立地論は、おおむね経済的効果
に関して議論を展開した。工業立地の集積に関する理論研究は日本でも江澤譲爾や青木外志夫
が行った（松原 宏 1999）。また、マクロの視点から国土政策を支える立地論的地域構造論が
国松久弥や西岡久雄によって示された。工業立地論者は、産地･産業地域の実態分析により産業
集積や経済による空間編成を帰納的に考察する志向性に乏しい。 
第三に、上記 2 者の中間に位置する、産業による国土（地域）の組織化を探究する産業地域
構造論、産業の立地動態、工業による空間編成、産業集積や企業群ネットワークの研究がある。
この研究群内部においても具象度に差があり、かつ経済現象に技術や社会・関係機関を組み込
む程度に違いがある。小論では、この研究分野の成果を最も参考にしたい。なお、経済地理学
では古くは企業を直接の分析対象とすることが少なかったが、現在では多くの研究が企業を分
析対象とする。企業の立地戦略、本・支社や研究所と生産工場の配置など、個別企業分析によっ
て産業の展開動向、労働市場の階層的地域構造や地域間格差が浮き彫りになり、地域構造や空
間の組織化の解明に有効であることによる。 
中小企業の産地・産業集積の先駆的研究に A. マーシャル（1890, 1920）がある。マーシャ
ルの「産業地区」は、一般に小規模企業の集積産地を指すが、著作に基づけば、大都市圏の小
規模企業の集積地域も含意されているとみなして差し支えない。マーシャルは小規模製造業が
集積する産業地区に関して、多岐にわたる定性的特色を述べている。そのなかでは、特に、知
識や技術のスピルオーバーが生産増大と新たな知識・技術を生み出すシナジーを生じる環境（状
況）への関心、規模の経済に基づく大企業の優位性のもとでも駆逐されずに小企業集積が存続
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する条件を検討している点が注目される。 
製造工場の移転・立地変動に関しては、R. ヴァーノン（1966）のプロダクト・サイクル説
が知られている。熟練が解体して生産が標準化し、工場の分散が可能になった条件下では、製
品のライフサイクルに合わせた生産拠点の移転と国際分業が生じる。すなわち、製品開発の初
期段階には先進国や大都市に工場立地が集中し、成熟商品になった段階では他の先進国に生産
拠点が徐々に移転する。標準化製品の段階には、発展途上国に生産拠点が移転して先進国は生
産から撤退する、とする。 
経済地理学は、20 世紀前半に、研究主題を自然環境決定論や地人相関論から経済の空間的展
開と経済による地域・空間構造へとシフトした（春日茂男 1986）。日本では、このシフトに 1950
年台から 70 年台までの期間を要した。川島哲郎（1955）は、社会的生産諸力が生産諸力の本
質であり、経済地理学は経済地域性（あらゆる経済現象の地域（空間）的展開とその展開が作
り出すあるいは内包する地域（空間）的秩序あるいは構造）の形成、発展、消滅の過程を貫く
法則性を追及する科学であると定義し、経済地誌学派の限界を克服する経済地理学を追求した。
矢田俊文（1973, 1982, 1990）は、川島の考えをふまえて、「地域構造論」を提起した。これは、
経済地誌学派批判とともに、1960-70 年台の 2 つの立場、国松や西岡が提起した立地論的地域
構造論（上からの国土視点）と島恭彦らの地方財政論に基づく地域的不均等発展論（住民的発
想の地域視点）を止揚する、国民経済の視点に立った地域構造論で、日本の経済地理学の一到
達点とみなされている（加藤和暢 1990）。地域構造論は、国民経済の地域構造（空間構造）・地
域的分業体系を、産業配置（立地･循環）、地域経済（産業地域･経済圏）、国土利用（資源･環境）、
地域政策の 4 部門について把握し、地域構造のあるべき再編をめざし、現実的課題と向き合い、
政策と不可分に結びついて理論の有効性を検証する循環的･動態的立場をとる、とする。考え方
は明瞭で、めざす方向も明示的であるが、ホリスティックに過ぎ、個別研究者が扱う限界を超
えて組織的研究を不可避とする。作業量の膨大さとともに、4 部門の分析の統合のしかた、実
態と理念を対比して直裁に明示すること、あるべき姿にむけた内在的検証など、部分を全体に
統合する方法や地域政策への展開の道筋が不分明である。さまざまな経済地域構造に関する時
の断面が並列的に増加していくなら、皮肉にも自らが批判した経済地誌に接近していくのでは
ないか。 
地域構造論と対比した時、D. マッシー（1984）の構造アプローチの視角の鋭さが際立つ。
現代製造業（企業･産業）の生産･経営両組織の立地変化を、｢局地集中型｣→｢分工場型｣→｢部分
工程型｣への空間構造の変化として読み解き、これに伴い、ホワイトカラーから労働者にいたる
社会的階層も空間的に分化再編されて格差の不平等が進行する「労働の空間的分業」を明らか
にした。一点突破全面展開的なマッシーの構造アプローチに対して、松橋公治（1990）は、企
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業の立地ダイナミズム、空間的分業の展開の論理、産業立地研究に社会学的視圏を付与した点
を高く評価している。 
M. グラノベター（1985）「埋め込み」概念は、経済活動は社会関係の影響を強く受け、企業
は文化や規範の網の目に埋め込まれており、経済を社会から分離して考察することはできない
との考えである。上述したマーシャルは、生産性の増大や産業集積の形成と維持に、近隣地域
での人間関係、他者に対する同一愛（共通の価値観や理想を重んじる精神）、雇用主と労働者の
友好関係と自由な選択の尊重など「独特な産業的雰囲気」が重要なことを述べているが、グラ
ノベターの埋め込み概念はそれと軌を一にする（注 2）。 
以上の所説は、常に省みるべき準拠枠としての意義をもつ。これに対して、以下の所説は、
フォーディズムからポスト・フォーディズムへの移行さらにその後の（地域的）生産システム
や流通システムの変化、製造業自体の変化を契機にしてなされた研究で、一般に集積が所説の
中で占める役割・比重が高い。 
まず、M.J. ピオリ＆C.F. セーブル（1984）は、1970 年台以後の少品種大量生産から多品
種少量生産への生産体制の変化（第二の産業分水嶺）に対応して繁栄できる国･地域では、生産
工程を作り変える能力（柔軟性）と作り変えた目的（たとえば新製品生産に適した技術や労働
編成など）への即応（特化･専門化）が可能な中小企業が集積して水平的ネットワークを形成し、
自らのやり方で市場やニーズに対応していると指摘した（注 3）。ピオリらは、｢フレキシブルな（柔
軟な）専門化｣をこのようにポジティブに評価したが、構造的な生産体制の変化がそもそも生じ
たのか、中小企業が主導権をもつとの判断の妥当性、垂直的関係でなく水平的ネットワークを
なすコミュニティ･産業風土がはぐくまれると考える根拠などに対して、多くの批判が寄せられ
た。 
このような研究状況をふまえて、実態調査によって、大量生産終焉後の地域的生産システム
や集積を追究し、長年にわたって工業地理学を牽引したのが、A. J. スコットである。スコッ
トは、製造業研究と、製造業を含む産業の立地･分布に基づく都市構造研究を展開した（A. J. 
Scott 1998a, 1998b）。製造業研究では、系列に編成されることなく各部分工程を受け持つ（垂
直分割の）、社会的分業が進行した段階の企業群のネットワークが生産比率を高める「新産業空
間論」を提起し、リンケージコストを縮減するために凝集（集積）が生じると論じた。「新産業
空間論」に対して中小企業の分析に偏っていると批判されると、スコットは、さらに大企業の
生産システムや、多様な産業の労働市場の柔軟性を分析し、労働者層の社会経済問題を抱えな
がらもグローバルな資本主義が進展すると論じた。1988 年には、スコットが編者を務めて、
Environment and Planning D: Society and Space に柔軟な工業生産システムの特集号が組ま
れた。企業間の脱系列化、企業家セクターの活動、サプライヤー・システムなど、フレキシビ
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リティの一層の進行を示す研究成果が、産業分析と企業分析により提示されている（A. J. Scott 
and P. Cooke eds., 1988）。 
スコットの精力的な研究は、多くの研究者との共同研究、活発な相互影響を生じ、さまざま
な研究者により関連する研究成果が生み出された。 
スコットと同じく UCLA に勤務する M. ストーパーは、技術変化とグローバル化により経済
が一層都市的になり、経済発展形態が変化して、所得・雇用などの地域間格差、地域間不平等
が拡大し、都市地域化が進行していることを指摘している（M. Storper 1986, 1989, 1992, 
1997）。資本主義経済活動による産業空間の変容とその結果としての一部の人々の移動や空間
選好によって、地理空間の生成・分化・変容、隆盛地域と衰退地域の顕在化など、大小さまざ
まなスケールの地域の生成・分化の運動の形をとる、経済のグローバル化の地域的属性に注目
している。 
また、A. リピエッツ（1990, 1992）は、ポスト・フォーディズムの地域的生産システムと
して、労働力編成、企業群統合の垂直性の程度、立地（空間的分布）の集積･分散度を指標にし
て、3 類型、ネオ・フォーディズムを含めると 4 類型の地域的生産システムの存在を対比的に
示した。 
その後もスコットは工業の新たな展開を追求し、それを通じて工業地理学の分野やテーマを
切り開いた。コンピュータ化が進行し、作業工程プロセスと製品の成型･造成の両面で知識・技
術のイノヴェーションが絶え間なく生じ、企業群が専門性を高めて競争と共同のネットワーク
をめぐらす。工業のこのような「知識経済化」の動向にスコットは注目した。GREMI 学派（イ
ノヴェーション環境に関するヨーロッパ研究グループ）、R. フロリダ、TSER ネットワークら
の研究者や研究組織がこのテーマを深化させ、それぞれ｢イノヴェーティヴ・ミリュー｣｢学習す
る地域｣｢集団的学習過程｣などの用語を用いて、市場不確実性を低減させる学習システムの内在
化、企業間・技術者間・物流や情報・ガバナンス等のネットワークとその基盤を向上させる集
団的学習過程を構築してイノヴェーションが発生する産業集積地を実現することに関心をよせ
た（A. Malmberg 1996a, 1996b、友澤和夫 2000）。Regional Studies 誌上に D. キーブルらは、
ヨーロッパのハイテク中小企業における地域ネットワーク化や集団的学習とイノヴェーション
に関する特集号を組んだ（D. Keeble and F. Wilkinson eds., 1999）。 
さらにスコットは、工業（経済）地理学における知識、文化、コンテクストへの関心を深め、
創造性と文化産業、創造性の分野、知識・文化の経済研究を追求した。この関心に沿ったモノ
グラフとしてハリウッドの生成と展開の著作がある（A. Scott 1996b, 1997, 2000, 2006a, 
2006b, 2007, 2010。長尾謙吉 2006）。1990 年台以降、知識・文化産業が国民経済･地域経済に
おいて重要な比重をもつようになった。知識・文化産業の比率が高い都市を、創造性を惹き起
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こす条件を有する都市すなわち創造都市とみなして、これを対象とする研究が増加している。
スコットは 2009 年にスウェーデン人類学・地理学協会 Anders Retzius Medal を授与された。
これを記念して Geografiska Annaler B: Human Geography は特集号を組んだ。編集主幹
Örajan Sjöberg は巻頭言において、スコットの長年にわたる研究成果、探究心、新たな研究テー
マの開拓を称えたあと、知識・文化産業研究を中心に解説を加えている。特集号の所収論文は
受賞記念講演会でのスコットを含む 4 人の経済地理学者の知識・文化産業に関する講演内容で
ある（Geografiska Annaler B, 92-2, 2010）。 
 1980 年台以降の地域経済・企業立地と都市の成長に関して、A.スコットとは異なる分析手法
によって研究成果を提示してきた研究者に A. マークセンがいる。特にインタビュー調査がそ
の研究手法として注目される。1 回 2 時間のインタビューとその準備･清書･分析に 10 時間を要
し、1 ヶ月で 30 のインタビューをこなしてデータの質を向上させる手法を基礎としている。地
域経済の分析では、大企業：中小企業：産業外関係者（役所、地域経済の専門家、大学関係者
等）＝1：1.5～2：2～4 の割合でインタビュー調査し、調査開始時には自社の長期の業務と工
場の稼働に関わり、内外のステークホルダーとつながりをもつ副社長が望ましいとする（柳井
2000）。既存資料や二次的資料の熟読等を通じて、まず対象企業の概要（起業･企業の経緯、事
業基盤、脅威･弱点、展望･スピンオフ）、および立地地域内と地域外の①競争相手、②顧客、③
交易関係（関係組織）、④経営･研究開発･工学･デザイン･情報･作業などの業務別サプライヤー
を書き出した分析枠組一覧、また必要に応じて時系列に複数の分析枠組一覧を作成し、その後
対象企業、競争相手企業、関連機関などへのインタビューを開始する手法である。職人を対象
とした生活史･生業史や民俗学あるいは農村社会学・地域社会学の項目群を用いた聞き取り手法
を現代的テーマに則して改良した感がある。 
A. マークセンは A. スコットと方法論・分析手法は異なるが、類似した研究関心の軌跡を描
いている。具体的には、製造業の集積、地域的生産システム、それを土台とした都市（内部）
構造研究に関心をもち、製造業産地の地域類型を検討し、工業・製造業の性質変化とりわけ技
術・知識の比重の増大に伴うイノヴェーションの意義、および製造業自体の性質変化に注目し、
進化経済学さらに文化経済学に関心をよせ、文化産業・創造都市を研究するにいたっている。
まず、A. Markusen（1985）は、企業立地について、プロダクト・サイクル説と対比して、プ
ロフィット・サイクル・モデルを提示し、製品のライフサイクルと寡占度によって立地が 5 段
階に変化すると論じた。次いで、A. Markusen（1991）は、サンベルトが軍事産業を中核とす
ることを指摘し、A. Markusen（1996）は産業集積地域に 3 類型、細分すると 4 ないし 5 類型
が存在することを指摘した。しかし、産業集積地域の研究を通じて、地域の持続可能性の難し
さ、地域の持続可能性に芸術家や文化産業従事者が果たす役割が重要であることを認識し、そ
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の研究に向かった。 
 文化的職業に分類すべき職業、文化産業･文化的職業比率の高い都市、芸術家の居住地選好・
移動特性などについては、他の職業や産業と同じように統計分析を行う。しかし、マークセン
は芸術家や芸術集団に芸術家としての歩み（軌跡・ライフヒストリー）についてインタビュー
を行って、芸術の探求を生活の糧や社会との関わりといかに関連づけて取り組んできたのかを
引き出している。営利部門、非営利部門、コミュニティ部門の三部門それぞれにおいて積んで
きたキャリア、芸術の探求、生活の支えにとって三部門が果たしてきた役割について聞き取り
調査を実施し、個々の芸術家の価値観とそれに基づく行動を多数収集して、芸術家が次々に起
こしていったイノヴェーションと周辺環境への影響・波及効果を調査している。その上で、芸
術家の活動・表現を支えるスペースの提供が持続可能な創造都市の形成にとって、またとりわ
けマイノリティのカルチャーにとって重要であると指摘している（A. Markusen 2006, A.マー
クセン 2007）。 
 上記以外に、経済学及び経営学の研究成果について 2 点挙げたい。まず、国際競争における
優位を念頭に置いて、現実の経済政策・経営支援政策に近い次元で集積論を展開し、各国の政
策に採用されている研究として、M. ポーター（1998）の「産業クラスター」がある。｢クラス
ター｣概念は、生産を行う企業群と企業を支援する諸機関を合わせたステークホルダー群の地理
的集積と関係網上の近さを指す概念で、諸機関は大学等の研究機関や行政を指す。知識･技術や
政策が産業のイノヴェーションに占める役割が増し、企業と機関群の距離的近接性だけでなく、
距離に換言されない関係性の近遠関係が重要さを増したことを念頭においた概念である。「産業
集積」が同業企業の集積を指すのに対して、「産業クラスター」でポーターが指示する「産業」
は、まさに世界市場において競合・競争しあう使用価値の関係にある製品の製造・販売を指す。
また、「クラスター」は、製品・サービス生産過程の関連企業等の集積のほか、関与する金融機
関や研究機関などの支援組織の集積を含み、かつクラスター内の企業・組織の地理的近接性の
みならず、企業・組織間に関係性のネットワークが存在することを含意する（注 4）。なぜなら、
ネットワークを介して企業・組織間の知識移転や情報交換がなされ、それを契機に知識創造や
イノヴェーションが生じるからである。知識創造・イノヴェーションの過程は、A. Arikan（2009）
によって概念化されている（藤田, 2011）。クラスターを構成する個々の事業体や事業体間関係
の分析がイノヴェーションのタイプや過程の考察にとって重要である。ネットワークの存在は
ソーシャル・キャピタルが共有されていることを意味し、クラスターに競争優位性が生まれる。
クラスターの競争優位性は、「投入経営資源の条件（天然資源、人的資源、資本、社会的インフ
ラなど）」「関連企業・支援組織（の能力≒知識＋スキル等）」「競争環境（クラスター内の企業
間の競争）」「需要条件（十分な量の知識や経験をもった消費者の需要）」の 4 条件によって規
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定される。なお、ポーターは、日帰り会議の可能な距離あるいは交通手段で 1～2 時間程度ま
での距離をクラスターの範囲とみなしている。クラスター形成要因については、既存研究の間
で意見の一致をみておらず、帰納的探求や論理的検討を深める必要がある。 
 次に、経営学による中小企業（SMEs）論及び中小企業政策論における、企業の立地・集積、
企業の性格や役割に関する成果（知見）である。経営学では、中小企業の性格、新規参入、サー
ビス経済化や業態の多様化などに伴う事業変化など、企業経営に関心が集中し、産地や産業集
積地などの地域・空間に対する関心は全般に高くない。経営内容の諸事例と経営分析のノウハ
ウについて教えられることが多い。 
中小企業は、大企業と比較して、個として弱小なため、大企業との間に垂直的生産関係、階
層的関係に基づく問題を生じやすい。一方で、技術・技能、ネットワーク形成、進取に富む活
動により産業発展の一翼を担っている。前者の問題性（負の側面）と後者の発展性（正の側面）
に関する論争や両者の統一的理解の探究は、中小企業論研究において長年重要なテーマとなっ
てきた（有田辰男, 2003）。負の側面に注目する研究が先行し、その後、正の側面を主張する研
究が「中堅企業論」（中村秀一郎, 1964）や「社会的対流論」（清成忠男, 1970）として主張さ
れた。2 側面に関する研究成果をもとに瀧澤菊太郎（1980）が提起した中小企業像の 2 大 7 小
分類（表 2）が注目される（注 5）。中村（1981）は下請制を積極的に再評価し、負のイメージを
帯びた｢下請制｣の用語を｢サプライヤー・システム｣に置き換える研究者もいる。中村・清成・
平尾光司の「ベンチャービジネス論」は、「高度に知識集約的な革新的中小企業」の誕生を主張
した所説で、正の側面からの中小企業活動の評価である。さらに清成（1996）は、自立的に新
規に多様な製品を開発･製造するベンチャー中小企業の世界を「企業家セクター」と特筆するな
ど、正の側面の研究を深めた。ただし、ベンチャービジネスの特徴のひとつが「経営者には大
企業や中堅企業を飛び出した者が多い」であることが示すように、正の側面の所説は、個々に
独立した企業を対象に論じられている。これらの議論と実態を踏まえて、わが国では 1999 年
に中小企業基本法が起業・創業重視の考えに基づいて改正され、今後の中小企業政策論のスタ
ンスを定めた。しかし、この改正前後から、中小企業の不振と減少とりわけ小規模企業の企業
 
表 2．中小企業論―中小企業を認識し分析する視角― 
二分 問題型認識論 貢献型認識論 
類型 淘汰問題型 残存問題型 格差問題型 開発貢献型 需要貢献型 競争貢献型 苗床貢献型 
特色 
淘汰される
弱者 
利益がなく
とも残存す
る 
大企業との
間の格差 
発展途上国
開発に独自
の貢献 
多品種少量
生産･短サイ
クル需要に
適合的 
独占への対
抗､自由競争
制度への貢
献 
苗床機能･新
陳代謝機能
(経済活性化
への貢献) 
出典）瀧澤菊太郎(1980)による 
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数・従業者数の減少が顕著になった。2013 年には小規模企業活性化法が制定・施行された。正
と負の側面の問題は現在も重要性を失っていない。黒瀬直宏（2012）は、中小企業が経済活動
上、必然的に発展性（正）と問題性（負）の両特性をもつことを科学的に説明し、時々の一面
的現象を論拠とする従来の所説と異なり、考察の水準を刷新した。これらの経営学の成果を踏
まえれば、日本の中小企業が有する特性は、表 3のようにまとめることができる。D. J. Storey 
ed.（1985）はイギリス、アイルランド、アメリカ合衆国を対象に、地域経済発展に小規模企
業が果たす役割の重要性を早くから主張した。小規模企業が果たす役割への理解が深まり、政
府の対小企業支援政策が変更されたことが紹介されている（注 6）。 
中小企業論研究は、生産、技術開発、市場開拓、起業・創業・事業転換・廃業など、企業の
活動・取り組みに関心を寄せてきた。大企業との垂直的関係に起因する問題の改善、企業家的
中小企業群のネットワーク形成による振興は、中小企業政策の大きな関心である。わが国中小
企業の生産、技術開発、市場開拓、起業・事業転換の 4 項目についての成果・知見や政策論上
の留意点を以下に要約しよう。 
○生産：生産工場の立地移動、とりわけ国際移動の要因は、生産財の場合、顧客をなす企業の
経営行動への追随、労働コストの削減、大企業補完体制の解体と国内経済力の弱体・低下、
海外からの受注の必要、海外への商品販売の必要などがある（額田春華・山本聡編著 2012）。
一部の企業の海外転出が産業集積地に与える影響は、生産地域自体の国際化を促す場合か
ら、従来の水平的ネットワークと自由な契約の風土の解体に至る場合まで、多様である。 
○技術開発：多品種生産への移行、アジア諸国の生産地との競合、熟練の解体等の内的要因と、
マイクロエレクトロニクス（ME）化など先端技術の使用便益の向上によって、中小企業
は大企業との閉鎖的垂直統合関係でなく他の企業群とのオープンネットワーク関係の競
合・共同のもとで専門企業化を進めた。技術開発は、生産作業工程と製品化工程の両面に
わたり、日本には高い技術をもつ競争力のある中小企業も多い。自社の固有技術が他社に
よって簡単に模倣されない取り組みも企業の存続にとって重要である。 
○市場開拓：国内市場の縮小により安定的な受注を前提にした産業集積は現実的でなくなり、
生産・販売がともに国際化してオープンネットワーク化に推移している。従来の産業集積
論で副次的であった市場開拓すなわち流通・販売部門の検討が重要性を増している。中小
企業研究では、海外市場開拓のテーマを「より不確実性が高い市場」開拓のテーマとみな
す。不確実性が高い分、企業は情報収集や発信能力が必要となり、「自社の固有技術への気
づき」「性能の可視化」「営業能力（潜在的顧客への伝達、契約能力、営業活動のできる人
材の確保）」の重要性が再確認されている。顧客の大半が企業である中間財製品と一般家庭
である消費財製品では状況が異なり、中間財では、顧客企業とともに製品機能・取引量・ 
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  価格などについて話し合って契約を結ぶと、その後も取引関係が継続することが多く、消
費財と比較して不確実性の程度が低い。食品など消費財の市場開拓では、4P の取り組みが
重要と指摘されている。4P とは、「価格（price）」と「商品開発（product）」「商品情報の
浸透による販売促進（promotion）」「売り場や販売チャネルの確保（place）」を指す。 
○起業・創業・事業転換・廃業、女性の起業：創業に関してはベンチャービジネス論をはじめ、
清成が強い関心を示してきた。1999 年の中小企業基本法の改正は、中小企業の「起業・創
業」を支援する観点が強い。小規模企業の廃業の増加に対応して、2013 年制定・施行の小
規模企業活性化法は小企業の事業支援を重視している。ところで、2007 年統計法改正によ
り公的統計の利用条件が緩和され、企業の起業や廃業の要因や比較考察による「企業のラ
イフサイクル」研究が可能になった。企業統計（経済産業省の企業活動基本調査など）を
用いた企業の起業（誕生）・世代交代・事業承継・廃業や要因分析、起業者の属性、産地や
大都市集積地での企業活動史などの研究が展望できる。 
 
（2）分析視角と調査項目 
 前節の研究史を受けて、製造業集積地域と中小企業のネットワークの研究に限定して、重要
と考える点や留意点を挙げ、小論の分析視角を示す。 
消費者ニーズを反映した多品種生産と商品寿命の短期化（イノヴェーションの頻繁な更新）
に対応して、企業間の垂直的分割やオープンネットワークが進行している。先行研究は、製造
業集積地域におけるリンケージコストの縮減による集積の進行、新規参入の増加、各集積地の
産業風土の意義を指摘するが、企業レベルでは顧客との関係を優先した集積地からの転出もあ
る。産業集積地としては、集積の縮小により範囲の経済性が低下するのは大問題である。 
既存研究は、生産・製造過程の分析が中心で、販売・流通過程への関心が弱かった。しかし、
現実は内需が縮小し、海外からの受注･販路の開拓あるいは生産工場の海外進出が重要になって
いて、販売・流通の比重が高まっている。製造業集積地や企業数の減少が不可逆的に進行して
いる。需要の縮小がもつ意味を、製造業の振興の視点からだけでなく、むしろ経済現象が推し
進める地域的（空間的）秩序の視角から検討すべきであり、業種や業態との関係についても検
討する必要がある。 
また、研究史の整理で確認したように、新製品の盛衰、主たる製造地の移動、構成企業群の
結合タイプを設定する研究は少なくない。プロダクト・サイクル理論、プロフィット・サイク
ル・モデルは、主要生産地がどのような要因によってどこに移動するかに関心があり、ひとつ
の生産地の変化については、間接的に発生→成長→衰退のプロセスを想定している。同様に、
産業地域類型を設定する研究、たとえば A. マークセンの類型（3 類型、細分類では 4 ないし 5
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類型）や A. リピエッツの類型（3 ないし 4 類型）は静態的で、長期的な別の類型への変化や
類型間の関係を検討していない。 
研究史が示すのは、主要な産業が生活様式の変化やイノヴェーションによって変化すること
に多くの研究者が注目し、その時々の主要産業をフォローする方向でテーマが選択され研究が
進展してきたことである。A. スコットや A. マークセンの研究はそれを端的に示している。 
このように、主たる製造地点の立地・移動とその要因の説明、産業集積地類型の対比、主要
産業の変化と知識・技術のイノヴェーションと生活様式との関係が主たる研究をなしてきた。
しかし、これらとともに、経済地理学の視角として、産業集積地の動態を検討する研究テーマ
が存在する。小論はこの視角に基づいた検討をめざす。 
ところで、日本各地において、産業集積地域の弱体化が生じ、これに対して対応策がとられ
ている。その際、「産業集積地域であり続けるべき」との先験的判断に基づいて対応策を実施す
ることが必ずしも妥当であるとは限らない。産業の不振により地域社会は衰退するが、産業の
不振が経済現象の作り出す地域的秩序であることは大いにありうる。地元の取り組みは衰退速
度を緩和するにすぎないだけかもしれない。 
「経済地理学」が経済現象の地域（空間）的展開とその展開が作り出すあるいは内包する地
域（空間）的秩序あるいは構造の形成、発展、消滅の過程を貫く法則性を追究する科学である
なら、産業集積地域の経済地理学は、地域社会において取り組まれている活動に焦点をあてて
紹介・説明するのではなく、取り組み・活動が果たしている役割や直面している障害・限界を
介して経済法則性を追究しなければならない。 
「地域経済」の研究は、「地域の産業・企業または住民のため」、「地域経済や地域社会に生起
している実態描写」、「経済がもたらす地域秩序の形成・構造・展開の法則性の追究」のいずれ
かを目標に据えることができようが、経済地理学の視角に立つなら視角は定まる。 
 この点に関して、2000 年台前半から半ばの『経済地理学年報』における松橋（2005）をは
じめとする諸研究の方向と、2010 年前後の Regional Studies の Lucia Cusmano et al.（2010）
や特集号 Andrew Wood and Dave Valler（2010）をはじめとする諸研究がめざす方向は明確
に異なっていて、参考になる。前者は、個々の産業集積地域における産業・企業の歩み、地域
的経緯の違いに対応した取り組みとその成果・限界を提示し、困難の打開に向けた議論を展開
している。しかし、筆者は、Regional Studies が追究しているように、産業集積地域がおかれ
た経済の空間秩序の中で、不可避に経験し、指向していく経済的運動が何であるのか、産業集
積地域での取り組み・活動の経済的意味を示すことがなすべきことだと考える。 
 次に、知識・技術に関して、次の点に留意する必要があると考える。それは、たとえば ME
化などの動きは、多くの場合必要不可欠の方向であるが、ME 化は必ずしもその地域を優位に 
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表 4．中小企業集積地での産業集積と企業への調査票 
調査者           調査日 
インフォーマントの氏名・役職・年齢 
I．産業集積地  (行政担当課、中小企業支援財団、地場産業振興センター・物産館等における質問項目) 
産業集積地の名称 
集積地エリア 
類型(産地型、非産地都市企業集積型、企業城下町垂直統合型、企業城下町長期相対型、誘致型) 
成立時期、成立時の類型 
現在の業種別企業数、従業者数 
時系列および最盛期の業種別企業数、従業者数、製造品出荷額                     
全体的・部門別景気 
集積地内部での共同と競合の状況、新規企業の有無 
外部の産業集積地との間の共同と競合の状況、共同の具体的な部門、競合の具体的な部門 
 
II．当地の産業施策・中小企業施策 （行政担当課、中小企業支援財団等における質問項目） 
産業振興施策と支援機関 
企業支援施策と支援機関 
中小企業向け経営アドバイス 
販路拡大・ビジネスマッチング 
IT 導入相談 
技術相談・商品開発・依頼試験･分析 
国際ビジネス支援 
資金支援 
企業情報検索 
ビジネス・インキュベータ 
市町村による工場をはじめとする事業用の土地･建物･部屋の賃貸 
 
III.企業とその関係網 （個別企業における質問項目） 
III-1.企業活動 
企業名 
(第何代)社長名、年齢(生年月) 
住所、住所・事業所移転の有無(移転前住所、移転理由) 
創業年と転業の履歴(主要製品の履歴)・スピンオフの有無(年､スピンオフ企業) 
次期経営予定者の有無、(無の場合)今後の予定 
兼業の有無、所有農地の有無 
業種と従業者数(経営者  ＋部門別従業員数  。うち家族人員数  。従業員の平均年齢) 
業態(事業形態)：独立事業主  子会社･分工場  (長期)相対契約  子会社･部品工場 
        生産   製造卸(商社？)   製造小売 SPA 
類型： 
  企業家的中小企業： 価格形成力を有し、独自市場(情報参入障壁が高い市場)を構築  
半企業家的中小企業：特定企業(           )の外注(下請け・横請け)に依存   
自社製品をもつ(メーカーである)が独自市場の構築にいたっていない 
経験技術の蓄積は薄く技術より商機を重視する 
停滞中小企業：   上記以外(           ) 
           半失業型、非適応型 
生産工程上の位置(加工､部品､開発･完成品の別)と製品 
加工：ex 機械・金属製造業 
鋳造、鍛造、プレス･絞り、切削、研削･研磨、熱処理、塗装、メッキ(鍍金)、ボルト･釘、製缶･溶接、板金 
その他(          ) 
部品生産：部品の種類 
完成品生産：完成品の種類。OEM（他社ブランド製品の受託製造）の有無 
年間出荷額とその推移。年間出荷額に占める上記の生産部門別比率 
海外への進出の有無 
有の場合：進出している事業内容（生産･製造、販売、技術供与、その他）、進出年、進出先の国、進出の契機 
加工部門における機械装備の経緯と現状：伝統的技能集約型から機械装備による資本集約型への転換の程度 
 基本稼働機械装備、ME 化の過程(工作工具の導入の有無と導入年) 
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  成形加工：プレス金型・プラスチック金型・鍛造金型・鋳造金型 
  ME 機器：NC フライス盤(コンピュータ制御の切削加工機械) 
      ＋工具自動交換装置 ＝ マシニングセンタ(削り､中ぐり､穴あけ､ねじ立て等を 1台で行う) 
      NC 放電加工機(電極と被加工物の間の放電による被加工物の表面を一部除去｡硬い金属の機械加工) 
      ワイヤカット放電加工(銅製ワイヤを用いた放電加工。二次元加工に用いる) 
      自動プログラミング装置(プログラマよりも秀でたコード･言語を機械的に作成する装置) 
      CAD/CAM システム(設計部門の機械化) 
技能(非機械)加工（技能集約型加工） 
彫刻加工(商標の型彫り､精密加工) 
メッキ加工(樹脂加工に用いる金型に必要) 
熱処理加工(近年は行わない場合もある) 
シボ加工(エッチング処理による模様の表現) 
みがき加工(仕上げ工程。サンドペーパーや磨き粉｡鏡面仕上げ) 
非加工部門における機械装備や製品開発の経緯と現状 
ボルト・釘 
製缶・溶接 
板金 
製品(完成品)開発 
工場建設の経緯と現状(住居併用工場、専用工場の別。工場用地の面積・所有賃貸の別、独立の研究開発工場、事務所、営
業所の有無) 
受注・販売の取り組みの経緯と現状 
 受注のために取り組んでいること 
 販路開拓のために取り組んでいること 
中小企業問題の有無：下記の項目群のうち、事業展開に際して実際に影響を受けている事項は何か？ 
 大企業体制がもたらす収奪問題 
大企業体制がもたらす経営資源問題：生産価値の収奪、銀行寡占による圧迫(ex 借入の不利)、労働力不足 
大企業体制がもたらす市場問題：生産性格差を利用し価格競争、需要変動のバッファーに下請中小企業を利用 
 
III-2.企業の関係網 
情報を共有するループ(企業内の経営者･従業員、企業外の顧客･同業者･業界団体･研究機関等(        )) 
技術を共同開発するループ(科学知識適用技術、暗黙知で生み出された経験技術、サプライヤーの情報･技術) 
受注・販売の獲得のためのループ(同業者・業界団体(              )) 
取引先企業数： 
  生産財なら取引先企業数≒顧客数、販路・販売エリア 
   主な企業名と業種・住所 
主な企業名と業種・住所 
  消費財なら取引先企業は製造工程でのアウトソーシング先の企業 
   主な企業名と製造工程・住所 
  消費財の販売先顧客・販売エリアと販路 
 取引先企業群の産地内比率(インサイダー比率) 
新たな産業部門(金属・機械以外の産業部門)へのシフト＝産地からの離脱 
域外の企業との業務提携、資本提携、経営統合、合併、買収の有無、業務提携の内容 
加工の諸部門(鋳造、鍛造、プレス･絞り、切削、研削･研磨、熱処理、塗装、メッキ(鍍金)) 
非加工部門 
部品(ボルト･釘、製缶･溶接、板金) 
製品(完成品)開発 
ビジネス上の交易関係： 
 今後の事業展開において提携･合併･承継等の可能性のある関係範囲 
 
 
注）Ann Markusen (1994)、黒瀬直宏(2012)および金属･機械製造業の先行研究を参考にして、金属・機械製造業を対象
業種として作成した 
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導くとは限らない点である。日本は後発諸国に機械産業で遅れをとった。その原因は、大企業
が垂直統合により分業調整費用を小さくおさえ、かつ技術・知識を内部に抱えたことが、オー
プンネットワークによる世界的規模での技術の結合による生産競争に対して、スピードと質の
両面で技術の相対的劣位を克服できなくなったことによる。 
はたして中小企業は、大企業と同じ問題を抱えてはいないのか？大企業と比較して進取の気
性に富み、規模が大きくない分逆に専門特化を進めている点が中小企業の企業家精神といわれ
ている。果たしてこれは実体として存在し、世界の生産ネットワーク競争のなかで契約を獲得
することができているのか？すなわち、産地などの産業集積地域自体が高い技術でのビジネス
協業を常態化して、集積やクラスターの立地優位性を、世界市場を対象にしたときも発揮でき
ている、といえるのか？垂直統合が引き起こした問題点と同じように、産業集積地域内に協業
ネットワークを限定して分業調整費用を小さくすることよりも、柔軟な分業と域外企業との接
触による製品技術の外部調達のほうがより多くの利益をもたらすことが生じている。 
 したがって、産地・非産地を問わず、産業集積地域の「集積の経済性」を絶対視して産業集
積の追求のみを重視する「集積絶対視論」は、非科学的である。渡辺幸男（2011）が指摘する
ように、実態確認なく集積の経済性をアプリオリに評価するのでなく、集積の経済性を個々の
経済地域の分析において具体的に特定・検証する集積相対視論が必要である。 
以上の分析視角に立つとともに、個別製造業地域の現地調査における調査項目として、中小
企業論における中小企業調査の調査項目、アン・マークセンの調査スタイルと調査項目が大い
に参考になる。これらを参考にして、表 4の調査項目表を作成した（注 7）。 
 
3．中小企業主導の産地型集積と非産地型集積 
 
（1）日本における産業集積類型とその動態 
産業集積類型については多くの研究蓄積がある。日本の産業集積については、橋本（1997）
が示す 4 類型と国家プロジェクトや地方公共団体による誘致の型をあわせた次の A～E の 5 類
型でカバーできよう。 
A．中小企業主導型 I（産地型集積・地場産業型集積）：中小企業が地域的に集積し、組合を
組織している。中小企業庁によれば、日本国内に年間 5 億円以上の生産額の地場産業地域
が 1990 年台まで 500 か所前後維持されてきた。地場産業の業種は、7 種類：食料品、繊
維、衣服、木工・家具、窯業・土石、機械・金属、雑貨に分類されている（注 8）。 
B．大企業主導型 I（企業城下町 I）：大企業が生産過程を垂直的に統合する。鉄鋼、非鉄金
属、石油化学工業 
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C．大企業主導型 II（企業城下町 II）：多くの小企業との長期的な相対契約・二者間契約によっ
て構造化している。自動車産業、電子機器産業 
D．中小企業主導型 II（都市の混成集積・大都市立地ネットワーク型集積）：大都市圏を中心
に産業ゾーンを形成し、高度の技術を有する多くの中小規模工場が集積している。C 型か
らの転化や戦時期の資本財生産に由来する機械・金属加工業 
E．企業誘致型・国家プロジェクト型：地方公共団体による企業誘致や国の産業集積・拠点
形成事業 
 A の産業集積の約半分は、江戸時代か明治時代に起源をもち長期間生き延びて今日に至り、
地域に深く根差し、広範囲に展開する地場産業となっている。この産業集積地を一般に産地と
称する。農家世帯員の安価な労働力と結びついて確立し、家計と事業の未分化な生業的零細事
業者を含みながら、｢同業者組合｣や｢工業組合｣を結成して、技術や労働力の交流、事業展開で
の相互扶助により組織化に努め、産地として維持繁栄した。産業革命、生活様式の変化、都市
域への人口移動などさまざまな社会状況を契機とした倒産・弱体化と新たなニーズに沿った製
造業による再生を繰り返し、生命力の強さを示してきた。同種企業群の集積により労働力の外
部からの流入や企業間移動が比較的自由に行われて、スピルオーバーが外部経済効果として生
じることも多い。しかし、上述したように、1990 年台以降、産地は減少し、組合数・組合員数・
従業者数・生産額が大幅に減少している。ただし、｢産地｣が全面的に崩壊に至っているわけで
はない。 
 この点に焦点をあてて、小論では、産地の現状を全国および関東地方について概観し、現在
も強い産業集積を誇る燕産地を対象に分析し、その実態について検討する。すなわち、雑貨な
いし機械・金属の産地として中小企業庁に位置づけられてきた燕が産地と称される根拠、およ
び現在の企業群の活動に基づいてその産業集積の特色を検討する。具体的には、中小企業が主
導的役割を果たす A 産地型集積と D 都市の混成集積（ネットワーク型集積）との異同・関係を
燕の動向をつうじて検討する。 
 なお、A では、大衆のニーズを評価し最新の日用品を探求する絶え間ない努力が求められる
と同時に、日用品として時代遅れになった製品が工芸品としての価値を獲得するものもある。
その場合、その製品は、企業による製造というよりは、芸術家による制作に変容し、製造原理
が大量生産から単品生産にシフトする（吉田光邦 1987）。 
 B と C の産業集積では、大企業（の生産工場）が地域の産業の中心をなし、中小企業群は大
企業の系列に属するか長期相対契約で下請けを担い、大企業と垂直的関係にあり、その生産過
程に組み込まれている。一体性の強さゆえ、一企業の規模拡大による内部経済効果に類似し、
必然的に全体の生産性は最も遅れた部門のレベルに規定される。融通性に欠ける可能性がある
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が、その部門を外注に変更するほうが一般に非効率であった。しかし、ME の導入により熟練
技能への依存が減少し、大企業の生産工場や事業所が移転・統合されると、空洞化や契約の解
除が発生し、系列下や下請けの中小企業は新たな契約先の開拓を余儀なくされた。傘下の中小
企業は統轄する大企業との排他的で垂直的ながら安定した関係を築いていたが、1970 年台後半
以降、特に C において大企業と中小企業との関係が弱まり、多くの中小企業が新たな取引先・
販路を求める構造の変容が進行した。 
大企業との下請け・受注関係が弱まった中小企業群が、技術とシーズを追求して、多面的に
イノヴェーションを実践して困難を乗り越えて切り開いたのが D の産業集積である。大都市圏
に所在する大企業と長期契約を結んでいたことが多いため、このタイプの中小製造業群は大都
市圏に所在することが多い。進取の気性に富む企業家群が、個々の企業の知識・技能と経営資
源によって、ネットワーク方式で相互に製造・開発を切り開くことが、産業集積地域・産業ク
ラスターを維持する前提条件をなす。往々、手作業の熟練と ME のイノヴェーションとが結合
している。また、異業種企業群が多種多様なテクノロジーとスキルを柔軟にネットワーク内で
組むことによって、派生的外部経済効果が生じ、範囲の経済性が高まることで、都市での集積
が継続できる。イノヴェーションが地域外からもたらされる場合もそれを取り込んで活用でき
る、つまり暗黙知を形式知に変換して活用・普及させる力量を有する。それゆえ、自律的変化
が可能である。国と地方政府等による企業の自助努力に対する公的支援の役割が重要性を増し
ているが、地域実態によってその成否や採用しうる施策の差異が大きい。 
E は、地方公共団体の企業誘致や国の産業集積拠点形成事業による工業団地や企業・研究施
設群の造成・整備による産業集積を指す。地方公共団体が企業を工業計画地区に誘致する場合、
企業はさまざまな優遇措置をうける。自己資本をあまり使わなかった企業は、かえって調節が
容易な生産工程部門の立地移転を安易に実行する危険もある。誘致後に工場数が減少に転じた
場合、地方公共団体等には、産業集積の存続に向けて従来と異なる取り組みが必要となる。 
 
（2）産地型産業集積の変化と現状 
ア．概観 
 「産地概況調査」により、図 1 に産地数、企業数、従業員数、総出荷額の推移を示した。総
産地数は 1990 年台まで増加している。しかし、1980 年台半ばをピークに企業数、従業者数が
減少をはじめ、｢産地｣の縮小が進行した。1990 年台には出荷額が減少して製造業全体に占める
地位を低下させ、さらに、協同組合の統合・解散・親睦団体化が進行し、2000 年台以降、産地
数自体が減少している。産地に所在する企業数や従業員数では 1980 年台前半が最盛期で、製
造出荷額も額では 1990 年値が最大であるが、消費者物価指数で平準化すれば、1970 年台後半 
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図 1．産地数とその企業数・従業者数・出荷額の推移 
資料）中小企業庁『全国の産地―産地概況調査結果―』各年版 
注）産地数・出荷額は左軸。企業数・従業者数は右軸。産地数は統計上で年間 5 億円以上の
出荷額の産地の数 
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図 2．産地の業種別比率の推移 
資料）中小企業庁『全国の産地―産地概況調査結果―』各年版 
注）1972 年、1973 年は「衣服・その他繊維」も「繊維」の項目に計上されている 
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以降徐々に減少している。2000 年頃まで 400～500 の産地数が維持されていたが、2000 年台
以降、産地概況調査の捕捉産地数は急速に減少し、各産地による企業数、従業員数、出荷額な
どの回答率も悪化した。中小企業庁は 2005 年以降毎年の統計調査を中止した。7 業種の占め
るシェアの内訳の推移をみると、繊維産業は 1970 年台まで全産地の三分の一を占めたが、1980
年台以降四分の一以下に低下した。木工･家具工業と機械･金属工業は 1980 年台から 2000 年台
にかけてシェアを高めたが、以後再び下げた。これに対して、食料品業と窯業･土石業は徐々に
シェアを高めており、とりわけ食料品業にその傾向が顕著である（図 2）。 
 中小企業等協同組合法は第二次世界大戦後まもなく制定され、地場産業による産業振興を推
進してきた。しかし上記の減少・衰退は、企業数の減少とともに、協同組合に加入しない企業
が少なからずあることを示唆する。新しい商品/財や製造者/企業が、IT の整備により独自に事
業運営可能となり、協同組合に対して距離をおかせるのかもしれない。 
イ．関東地方のローカルな産地の変化 
 図 3 は、産地概況調査に基づく、日本の地方別・7 業種別産地数である。近畿、関東、東海
の 3 地方に多くの地場産業の集積地が存在している。1978 年当時、関東・東海・中国・九州
 
 
図 3．産地の地方別比率の推移 
資料）中小企業庁『全国の産地―産地概況調査結果―』各年版 
注）新潟県は甲信越、三重県は東海として処理した 
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地方には 7 業種すべての産地が揃っている。このうち、関東地方の産地を対象にして、個々の
産地の起源から現在までの歴史について傾向と特色を明らかにしよう。関東地方の 1978 年当
時の産地数は、食料品 4、繊維 24・衣類 4、木工家具 4、窯業 5、機械金属 3、雑貨 11 であっ
た。食料品、繊維・衣類を例に、その後の変化を追った。 
まず、食料品業の産地では、茨城県下館市の「下館特産菓子工業協同組合」は、製造卸売業
者の組合であったが、約 20 年前に自然消滅的に解散した。大正末期から地元の米や豆・さつ
まいもなどの農産物を加工した特産菓子の家内的な小規模製造工場群が営業を始め、戦後、県
の特産品として指定され、1960 年に下館特産菓子工業協同組合を組織して、県外の北海道、東
北、甲信越に販路を広げた。しかし、都市での特産菓子の需要は拡大せず、ニーズの変化とと
もに特産菓子の製造は縮小したためである、一方、和菓子（生菓子・半生菓子・干菓子）・洋菓
子の製造・販売店が中心になって下館地区菓子組合を組織して、現在に至っている。製造卸売
業者も一部所属するが、製造小売販売業者が中心になって組織しており、下館駅近くに店舗を
営む事業者が主な会員である。「波山の鳩杖最中」を組合共通商品とし、2017 年現在、加盟店
の中の 12 軒が製造販売している。最中のがわと形は同一とする一方で中の餡は各店舗の工夫
に任せる販売によって、現筑西市の観光振興の一翼を担っている。 
他の 3 産地の場合は協同組合を解散してはいないが、事業体数が減少している（表 5）。千葉
県醤油工業協同組合と千葉県味噌工業協同組合は、千葉県の生産額が大きいため産地概況調査
に計上されている。醤油、味噌ともに戦前の統制経済下の組織を母体とし、戦後中小企業組合
法に基づいて全県に再び組織され、全国協同組合連合会を組織している。キッコーマン、ヒゲ
タ、ヤマサなどの大企業は組合員ではないが、千葉県は醤油の一大生産地のため、千葉県醤油
工業協同組合以外にも千醤工業協同組合がある。しかし、会員企業数は、千葉県醤油工業協同
組合が 1978 年 81 社から 2016 年 28 社に、また千葉県味噌工業協同組合が 1940 年 143 社、
 
表 5．関東地方における食料品産地組合の変化 
産地組合名 県 地域 製品 
中小企業協同組合
加盟年とその後
事業所数
(1978)
従業者数
(1978)
事業所数 
(2016) 
従業者数 
(2016) 
下館特産菓子工業協同組合→
下館地区菓子組合 
茨城県 下館市
米菓･ 
油菓子･ 
生菓子･ 
洋菓子 
1960→1990's～
下館地区菓子組合
13 544
25→12+α 
(2007→2016) 
105 
(2016) 
千葉県醤油工業協同組合 千葉県 県下一円 醤油 1940(1949)～ 81 535 28 ? 
千葉県味噌工業協同組合 千葉県 
市川市
銚子市
野田市
味噌 1940(1949)～ 27 815 8 ? 
銚子缶詰協会 千葉県 銚子市 水産缶詰 1940's～ 7 900 4 400 
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1978 年 27 社、2016 年 8 社と大幅に減少している。交通未整備の時代には醤油・味噌は必需
消費財のため、町内に 1 軒製造業者が必要であった。一方、現在では暖簾を守る少数の業者が
製造を続けていて、一般の市場ではなく、レストランや古くからの御得意に販売している。業
者の増加は見込めないが、経営は困難な状況にはない。 
銚子缶詰協会は、1978 年当時 7 企業からなり、900 人の従業者がいた。漁協から魚を仕入れ
て缶詰に加工し、1960 年台まで大半を輸出していたが、採算が合わなくなり、1980 年台以降
国内消費に変わった。2016 年現在 4 企業、約 400 人の従業者であり、この間に大手の系列下
に入った企業もある。従来から企業ごとに独自に仕入れ、製造、販売をしている。缶の製造、
魚の調理法の両方に対する技術革新も、缶詰企業自身の開発による。現在は、スーパーや問屋
への缶詰、レトルト食品の販売のほか、銚子市役所の斡旋による「ふるさと納税」返礼品への
出品や、国内他地域に支店を開設して積極的経営を行う企業もある。 
上記に共通するのは、協同組合は解散せず存続しているが、食料品製造業者はそれぞれの経
営意思と経営努力を続けていることである。 
 繊維工業産地は、長く地場産業の中心をなしてきた。1978 年産地概況調査によれば、関東の
繊維産地は 24、衣服･その他の繊維産地は 4 であった（表 6）。絹織物産地が多く、他に綿織物
や合繊織物の産地も所在する。絹の着尺や着物が中心をなし、副次的にニット生地・衣類産地
が成長した。繊維工業産地の協同組合では、製品の多様化に応じて組合が分裂して多数の組合
が派生し、県ごとの繊維関連工業組合の連合会と業種ごとの全国の連合会が組織された。しか
し、1980 年台以降、既存の繊維産業の縮小・再編が進行し、織物協同組合への統合（合併）が
一般化した。このように、産地型では、産業の成長・拡大は組合を分胞し、産業の衰退は組合
を再編統合する。また着尺・帯・着物の伝統工芸品化が進行し、企業数と従業者数は激減して
いる。関東では両毛地方の 6 つを中心に西部と北部に 14 の機業産地が所在した（注 9）が、多く
の繊維工業産地ではこの 35～40 年間に 20 分の 1 程度にまで規模が縮小している。 
2 業種に限定してではあるが、関東の産地において、組合の統廃合と多くの企業の廃業が生
じている。活動している企業はみずからの努力によって事業を継続している。大企業の系列下
に入った場合、日常の経営はむしろ安定する一方、事業内容は割り当てられた内容へと変化し
ていると思われる。企業数の減少により、商工会議所や組合も財政基盤が弱体化している。ふ
るさと納税は、個々の企業活動、および製造業組合や商工会議所が返礼品取扱い事務を行って
いる場合は事務活動を通じて、経営や財政基盤面に寄与している。従来から行ってきた活動を
産地型組合として続けている例は確認できたが、新たな取り組みを始めた例は確認できなかっ
た。跡取りが継がない廃業が多いが、食品など産業部門によっては黒字経営にもかかわらず廃
業している例がある。これらの諸点から、企業群は産地型として積極的に存続してきたとはい 
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えず、むしろ個別活動を軸に活動している様子が伺える。その場合、A 型は D 型に近づいてい
るといえるのであろうか？ 
 
（3）非産地型産業集積の形成と展開―機械・金属製造業の都市集積を対象に― 
 D 型の中小企業群の非産地型産業集積はどのような特色を有するのか。1970 年台以降、C 型
（大企業との長期相対契約）から D 型の産業集積は、どのように形成・展開してきたのか。D
型として、戦前からの産業基盤や軍需関連産業・疎開工場（資本財生産）をベースとする東京
都大田区・川崎市・横浜市、東大阪市、群馬県太田市、長野県諏訪市、伊那市、坂城町などが
挙げられる。橋本（1999）は、D 型の特色として、高度経済成長期に機械・金属加工を中心に
集積テンポを加速したこと、労働市場の高い流動性とりわけやりがいのある仕事を求めての移
動、労働者の自立と活発な創業および自立後も元の工場とつながりをもつ関係、仕事ごとの柔
軟なネットワーク組織の形成を特色として挙げている。これらの多くはマーシャルの指摘した
産地型の特色に近いように思われる。 
京浜メガテクノポリスの形成過程を解説した佐藤正之（1988）によれば、東京都心部から横
浜市に至る地域での 70-80 年台の工場跡地再開発におけるソフトウェア工場の立地や研究開発
拠点化により大規模工場が激減する中で、大田区では、高度加工技術を有する中小工場群が機
械・金属加工の各工程を集積内に確保することによって企業内分業のように生産ネットワーク
を形成し、製品の独自開発、試作発注への対応、できない仕事を仲間に回すことであらゆる発
注に対応できる域内体制を確立していった。また、川崎市・横浜市では、多数の民間集合住宅
が建設され、大田区に立地する工場群が外延的に川崎市にも立地した。両市の埋立臨海部では、
鉄鋼・造船・石油化学工業が造成から 10 余年後には大幅な縮小・合理化と新産業プラントへ
の転換を余儀なくされ、開発業者への払い下げにより研究開発（R&D）型複合テナントビルを
建設して先端技術企業を誘致した。 
京浜地域の都市的土地利用・産業・基盤整備を主に紹介する佐藤（1988）は、大企業の工場
の転出に伴う D 型中小企業群の活動への言及は少ない。この点については、関（1991）が、
現地事業者と海外移転の両方を含むアジア太平洋における 1980 年台以降の製造業の進展の中
での D 型中小企業の実態と戦略を、東京城南地域、長野県上伊那地域、東京多摩地域について
検討し、先端技術を活用した産業分野への進出と中小企業にとっての課題についてまとめてい
る。それによれば、D 型中小企業の多くは、メーカー企業の場合も、下請けや OEM によって
大企業の域外転出後も大企業からの受注がかなりの比率を占めてきた。大企業の多くが海外取
引を視野に入れて事業を展開しているため、中小企業は自社の事業方向について、大手企業の
要請に合わせて生産体制を国際化（海外進出）するか、専門技術特化により自社の差別化をは
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かるか、自立･独立したメーカーを指向するかなどの中から選択していくことが必要になってい
る。 
世界的に高度な技術集積を誇る城南地域の中の大田区では、1985年当時約 3000の事業者（企
業）が所在し、金属製品製造業の全加工工程の企業がそろっており、あらゆる加工要請に応え
られる体制を備えていた。とりわけ機械加工を代表する切削と、プレス加工を支える金型・治
工具製作を行う企業の多さは、高精度加工技術を備える城南地域の特色をなした。零細・小規
模企業が多く、量産には適さず、小ロット生産・試作受注に適していた。一方、精密機械加工
での集積をベースに電子部品生産基地として成長した長野県上伊那地域では、生産加工機能の
高度化ではなく労働集約的な量産の下請構造であったため、技術革新や生産の国際的展開に対
応できず縮小再生産に陥った。また、ME 化の進展下に電気・機械関連企業が外延的に集積し
た東京多摩地域では、スピンオフによる製品開発企業、豊富な労働力に支えられた組立配線企
業、工場拡張や高度設備機械の導入による機械加工企業の 3 タイプが併存してきた。しかし、
電機産業の急速な技術進歩に対応する製造装置に要する開発資金、高度の設備を稼働できる資
金と労働力の確保、高度設備の他地域での普及による技術の平準化と単価の低下により、リス
クの拡大・競争の激化の中で今後の対応を模索する状況となっている。 
同じく機械・金属製造業の最先端の技術や技能をもつ地域を扱った小田（2005）によれば、
産業の進展と企業の動向を次のように総括できる。1980-90 年台にマイクロエレクトロニクス
（ME 半導体を原料とした電子部品、集積回路）が進歩し、研究開発（R&D）、企業間の共同・
協働、機械産業の空間的変動・組織化・分業が進行した。工場は、集積回路を搭載した主な装
備として、コンピュータで数値制御された工作機械、自動切断・研磨、硬質合金加工用の放電
機械、最適加工検索自動プログラミング装置、コンピュータ支援デザイン・成形機で構成され
ている。装置の開発は 1960 年代後半から徐々に進展した。それぞれの装置の開発時期は異な
り、これらの体系的導入は 1980 年台以降、品川区・目黒区・大田区、横浜川崎両市の南部で
なされた。典型的な工場・企業は 10-30 人の従業員を雇用し、技術革新に熱心である。手作業
労働の時代以来機械化の時代においても、これらの工場・企業は中小企業で、生産能力の構築
と競争力を追求している。集積回路搭載への投資は資本の準備を必要とするのでたやすい起業
を困難にし、起業者数や企業数は減少した。同様に、集積回路の開発は通常の形態で大量生産
として商品を製造することを容易にし、生産工場が核心地域以外に立地することが可能になっ
た。その結果、金属・機械製造業企業の分布域がひろがったが、核心地域は変化していない。
1980 年台以降、中小企業の中には撤退・閉鎖したものがある一方、技術を主導する企業に成長
したものもある。 
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4．機械・金属製造業産地における集積の変化と現状―「燕」を例に― 
 
（1）機械・金属製造業産地「燕」の推移―研究史の整理と統計分析― 
 燕に関しては多くの既存研究がある。1970 年台までの燕市中心部に集積する金属洋食器とハ
ウスウェアーあるいはそれ以前に主要製品をなした鎚起銅器・煙管などの伝統工芸品や鑢につ
いて解説や生産実態の分析を行ったものに、竹林庄太郎（1956）、藤森 勉（1968, 1977）、佐々
木 博（1977, 1978）、池田庄治編著（1978）、倉品（1984）、鈴木捷雄（1984a, 1984b）、神
子島義平（1985）らの研究がある。刊行は後であるが、鎚起銅器や鑢の職人の世界から洋食器
生産・製造工場と労働者の世界へと変化する産地の社会誌を詳細に検討したものに伊賀光屋
（2000）がある。一方、1980 年台以降の技術革新を伴う産地の動向・変容を扱ったものに、
工業地理学では小田宏信（1993, 2005）、経済学では凃 照彦他（1991）、関 満博・福田順子
編著（1998）、渡辺幸男・遠山恭司・三井一朗（2001）、経営学では宮下史明他（1994）、社会
学では下田直春・笠原清志編（1992）がある。また、燕の企業創業者や企業家が燕産地や自社
の歩みをまとめた著作を刊行している（捧吉右ェ門 1972、荒澤茂市 1997、五十嵐秀世編･遠藤
光緑著 2011、遠藤栄松 2014）。 
 上記の既存研究により、金属洋食器産地として成長した要因として、余剰労働力による低コス
 
 
図 4．燕市の製造業出荷額（万円）と金属洋食器の割合（％） 
資料）燕市金属洋食器組合『金属洋食器統計』 
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トでの生産競争力、多様な金属加工熟練技術とその専門分化・分業体制が指摘されている（注 10）。
また、常に主要な出荷額の金属製品以外にもさまざまな金属製品が並存し、主要製品の衰退に
対して異なる製品が代替し、産地として存続してきた点も多くの研究が強調する。主要な製品
が交代して存続する特色は、現在にまで引き継がれてきた。神子島（1985）やそれ以前の研究
は金属洋食器および対米貿易摩擦による輸入枠制限時期に代わってハウスウェアー部門が成長
したことを説明する。これに対して、数年の空白期間を経た後になされた、凃ら（1991）以後
の研究は、金属加工技術を活かした多様な機械・金属製造業の集積地として燕を位置づけてい
る。 
主要な製造部門の変化について、『工業統計』その他を用いて検討しよう。図 4は燕市の製造
品出荷額に占める金属洋食器出荷額の割合である。1970 年台に全出荷額の 25～30％を占めた
が、その後ほぼ単調に低下を続けて 2000 年台以降は 10％以下となり、2010 年台は 5％程度に
なっている。2006 年 3 月合併後の燕市では、その比率は一層低い。そこで燕の製造業を構成
する工業部門群とその推移を中分類で示すと、図 5、図 6 のようになる（注 11）。金属洋食器、金
属製品製造業の出荷額が全製造品出荷額に占める比率は、1953 年当時に 42％、その後は旧燕
市域では 1990 年台前半まで 50％以上を占める時期が続いたあと 30～40％台に下がる。次に
鉄鋼業が 1990 年台を除いてほぼ 20～30％を占めて金属製品製造業に続き、一般機械器具製造
業がその後に続く。鉄鋼業が高い比率を占めるのは、金属加工の原材料をなすステンレスの板
材・線材の圧延等製造工場数社が立地し、当地および国内外に供給しているからである。 
一方、合併後の燕市では、電気機械器具製造業が首位を占め、金属製品製造業、一般機械器
具製造業がこれに次ぐ。これは、旧分水町大川津に従業員数 1000 名を超える電気機械を主と
するパナソニック電工（株）新潟工場、旧吉田町東栄町に従業員数約 550 名のセンサー・自動
機など情報通信を主とする富士通フロンテック（株）新潟工場、旧吉田町鴻巣に従業員数約 250
名の冷暖房機や電子制御機器を主とする新潟ダイヤモンド電子（株）が立地することに拠る点
が大きいが、金属製品加工技術自体も、従来の金属製品の範疇にとどまらない展開を示してい
る。 
 図 7 は、金属・機械・プラスチックの三部門の製造品出荷額の内訳を示している。吉田地区
と分水地区でそれぞれ情報通信と電気機械が高い割合をなすことは当然として、両地域で近年
輸送用機械の比率が高くなっていることが注目される。旧燕市（燕地区）では、ハウスウェアー
と金属洋食器が高い割合を示すものの、2000 年台半ば以降、両部門のシェアは燕地区において
も 50％にとどまる。金属製品製造業の細分類では、金型・同部分品は高い比率を維持する一方
で、金属研磨が比率を下げ、代わって製缶・板金が比率を高めている。プラスチック製品と電
気機械器具・一般機械がそれぞれ 10%以上、10%弱の割合、両者を併せて 20%強を占める。こ 
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旧燕市の製造品出荷額の部門別割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
燕市の合併前後における製造品出荷額の部門別割合（絶対額） 
図 5．燕市の製造業出荷額の部門別割合の推移―旧市域と新市域での比較― 
資料）『燕市工業統計表』『工業統計調査』各年版 
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のことは、金属洋食器・器物から金属・機械生産地への変化が中核地帯を含む燕全域で進行し
ていることを意味する。 
 この変化を促しているのは、燕の中小企業群が取り組み培ってきた金属製品加工技術の進歩、
燕市が進めた工業団地・産業団地の造成、市役所・商工会議所・地場作業振興センター等関係
機関による支援施策と産業振興事業などである。表 7には、金属製品加工部門において、主に
20 世紀半ば以降、製品化のため開発・活用した技術の種類・その技術を用いた製品・製品化し
た燕の企業名をまとめた。さまざまな金属加工技術において技術開発と新たな製品の開発が燕
に所在する多数の企業によって連綿となされ、現在に至っていることが確認できる。 
このような技術開発と企業活動を物理的に支えているのが、1960 年台から約 30 年にわたっ
て燕市等が実施してきた 19 の工業団地の造成である。道路・土地利用区画・光熱や排水路な
どのインフラ整備地に大小多様な企業が土地を取得して工場を建設し、最新の設備投資を行な
い事業展開した。事業の成長により規模拡大をおこなう企業も少なくない。市は、あわせて固
定資産税減免・借入金の利子補給・補助金交付などの優遇措置を講じて、積極的に事業展開す
る企業を支援し、企業の域外流出を押しとどめ、燕への企業誘致を促した。この過程において、
業種の変化や業態の変化が進行したのである。 
燕市商工振興課（2017）、神子島･池田（1988）、日本金属洋食器工業組合会員一覧と日本金 
 
図 6．燕市の製造品出荷額の部門別割合（相対比率）の推移 
資料）『燕市工業統計表』『工業統計調査』各年版 
注）燕市は 2006 年 3 月 20 日に吉田町、分水町と合併した 
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図 7-1．旧燕市（燕地区）の金属・機械・プラスチック製造品出荷額の内訳とその推移 
（1960－2014 年） 
 
属ハウスウェアー工業組合加盟事業所一覧（ともに 2017 年 6 月現在）、『ゼンリン住宅地図』
2017 年版により、団地への工場立地状況、について表 8を作成した。工業団地はあくまでも工
場や事務所の所在地であり、従業者は従来からの住居に居住して通勤するので、日常生活のコ
ミュニティにあまり変化はない。しかし、工業団地の事業所と既存市街地の事業所の間には業
種と規模の面で相違が拡大している。節を変えて、燕の現状に対して検討しよう。 
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図 7-2．吉田地区（2007－2014 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-3．分水地区（2007－2014 年） 
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表
8．
燕
市
の
工
業
団
地
の
概
要
 
番 号
団
地
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図８．燕市における産業（工業）団地の造成と 2016 年都市計画における工業地域 
資料）『燕市都市計画図』および『燕市地域産業活性化基本計画 集積区域図』 
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（2）「燕」の現状 
 工業団地の造成によって変化した燕の現状について、表 8 から次のことがわかる。おもに旧
吉田町との隣接地に造成された工業団地に、20 年余を経た 1988 年当時、278 の企業が移転・
立地して事業を行っていた（神子島・池田 1988）。その総数は当時の金属製品製造業関連の事
業者数 2346 の約 12％であった（注 12）。これに対して、1988 年から約 30 年を経過した 2017 年
現在、金属製品製造業関連の事業者の約半数が工業団地で事業を行う状況に変化したことがわ
かる。また、日本金属洋食器工業組合員企業、日本金属ハウスウェアー工業組合員企業の事業
所も、洋食器では 43％、ハウスウェアーでは 46％、新潟県内の組合員に限ればそれぞれその
44％、52%が工業団地において事業を行っており、工業団地への集積が進行している。さらに、
工業団地内の企業群のなかに、周辺市町村だけでなく、全国レベルの企業が支所・営業所や製
造工場を建設して経営を開始し、その後事業規模を拡大しているものが少なくない。 
 この間、燕の従業者においても、従来の輸出業者や卸業者を通じての流通だけでなく、自ら
の技術力を高め、かつ技術を生かせる範囲の経済性に基づいて、メーカーへの転身、OEM 製
造、多品種少量生産への対応などを実現する事業者が増加した。関・福田（1998）は、技術力
に基づく新たな製造品分野への挑戦と開拓を実現している多くの事業者例を紹介し、産地とし
ての今後を展望した。一方、渡辺ら（2001）は事業者と流通業者の両方にわたるドラスティッ
クな燕の構造変化をふまえて、産地とは異なる新たな産業集積地への転換として燕の現状を説
明した。 
関の紹介した事業者例に拠れば、燕の展開動向を図 9として示すことができる。製品と製造
の改変、労働組織・生産形態の改変、新技術・新素材への挑戦、販路の開拓・市場への導管形
成の 4 方向に分けて、動向を整理した。燕ではその後さらに多様な展開がみられる。メーカー
となった事業者が東京に営業所を設けることも現在では珍しくない。また、新技術や新素材の
開発による新商品の製造、具体的には OEM 受注による製品化やメーカーとしての製品化をさ
まざまな加工部門において実現している（表 7）。一部には燕内外の企業を買収して担える製造
加工の業務範囲を広げている。海外との競争を念頭に置いて、中国や東南アジアをはじめとす
る海外に現地製造工場や協力工場を設けて、多段階の需要に対応できる生産体制に向かう積極
的な企業も出現している。金属金型などから派生したプラスチック成形・金型も燕の製造業出
荷額において安定した割合を占めるにいたっている。一方で、買収されて国内外の大企業の系
列に組み込まれた燕の企業もある。 
 渡辺ら（2001）は、燕の主な企業群として「産地型企業（洋食器･ハウスウェアー企業）」「総
合卸売企業（生産メーカーに委託する開発主体兼最終市場に製品を供給する集散地問屋）」、「高
度な加工技術をもつメーカー企業」「ニッチ市場向け製品開発型企業」「研磨加工小零細企業」
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を挙げた後、現在中小零細企業群への発注元となり集積機能を主導する業種・業態・企業群は
「卸売企業」である、今後産地の集積機能を主導する可能性があるのは「ニッチ市場向け製品
開発型企業」である、今日の「総合卸売企業」にとって燕は一製品調達先に過ぎずかつての産
地問屋（元請）と「総合卸売企業（集散地問屋）」は性格が異なる、研磨技術の企業群は同業者
間で補完しあうことで広域的受注の獲得と製品納入を可能にして製造産地として存続している、
「ニッチ市場向け製品開発型企業」と「研磨企業のような特定専門加工企業」が今後も産地型
産業集積と適合的である、完結型産地構造（特定製品を地域内分業で完結的に製造する構造）
は解体した、と結論づけた。そのうえで、現在の燕の産業集積の優位性は、ハウスウェアーの
大手卸売企業の立地、多くの研磨加工企業の立地、大都市周辺でなくかつ高速道や新幹線によ
る国内ネットワークに恵まれた地点性にあり、研磨をはじめとする特定専門加工企業の層とし
ての維持存立が燕の産業集積の発展にとって不可欠、と指摘する。一方で、OEM に特化した
企業を、「もの作り」に不可欠な、生産技術で他社と差別化を図る将来展望をもつ企業であるが、
単独で生産技術を追求し社会的分業に関与しないので地域産業集積の一端を担わない存在と位
置づける。そしてこれらすべてが集積していることが燕に「苗床機能」と「看板的効果」（燕に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9．機械・金属製造業産地燕における円高、需要の縮小、流通の再編に対する企業の対応策 
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対する好評価と期待）を付与しているとする。 
 渡辺ら（2001）の指摘に対して、次の 3 点について燕の現状を検討しよう。 
・研磨技術をはじめとする特定専門加工技術の企業・事業者の再生産 
・流通を主導する集散地問屋による産地の牽引 
・OEM に特化した企業やニッチ市場製品を開発する企業の位置づけ 
 研磨技術等の加工技術事業者が層として存在することの重要性と人材不足による産地の崩壊
の危険は、工業実態調査、新潟県や燕市の調査、諸研究において長らく指摘されてきた。人材
不足の主因は、金属研磨がその典型をなすが、零細的家内工業で、労働集約的かつ付加価値の
甚だ低い産業であるためである。凃ら（1991）が 1988 年 8-9 月に金属洋食器工業組合員 129
社と金属ハウスウェアー工業組合員 64 社に対して行ったアンケートにおいても、「現在企業活
動を推進するうえで直面する問題」の設問に対して、「後継者がいない」「有能なスタッフがい
ない」の合計がすでに 58.5%（回収率 44.6%、86 社）を占めている。 
 現在の状況を検討するために、2016 年 9-11 月に燕市商工会議所が行った「小規模事業者ア
ンケート」から関連項目を抜粋して表 9 を作成した（注 13）。全業種を対象に 1187 の有効回答を
得たこの調査では、後継者未定と後継者不要（大半は自分の代で廃業予定、ごくわずかが譲渡
予定）は 73.7％を占める。製造業では 762 中 555 事業者（72.8％）とほぼ同じ割合である。こ
のうち廃業予定は 325 事業者、その 90％が金属製品製造とその関連の事業者である。金属研
磨の廃業予定者が最も多く、これに金属プレス、洋食器製造、溶接加工を併せた値が製造業廃
業予定の約三分の二を占める。事態は一層深刻になっている。 
 しかし、廃業事業者を域内人口からの新規就業者によってカバーすることは困難である。燕
市の年少人口は減少を続けていて、年少人口とその対全人口割合は 1990 年当時の 15653 人
（18.8%）に対して、2015 年には 9885 人（12.4％）と大幅に低下している。地域の内外から
創業希望者を受け入れ、事業者へと育成することが不可欠になっている。 
 このように現在も危機的状況が回避できているわけではないが、1970 年に 1702 社あった燕
の金属研磨業者・表面処理業者が 2000 年に 703 社に減少した状況下に、研磨業者有志と燕商
工会議所が模索し、2003 年、商工会議所を事務局として、研磨業者 22 社の共同受注組織「磨
き屋シンジケート」が発足した。2017 年現在、6 幹事企業、13 参加企業、12 賛助企業からな
る。事業者をネットワーク化して、共同受注システムを構築し、新たな販路の開拓・拡大をめ
ざしている（注 14）。 
また、これとは別に、燕市は、2007 年 3 月に工業団地（小池）に研磨技能者養成のため「燕
市磨き屋一番館」を設立した。組合員 14 人からなる「燕研磨振興協同組合」が 2009 年に市か
ら業務委託を受けて指導・育成事業と施設の管理運営を行っている。新卒者・失業者の場合は
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組合雇用、就業者の場合はその企業雇用の方式で、燕市産業カレンダーに基づいて 1 日 8 時間
労働で実技研修により組合受注品を加工し、そのなかで（OJT で）実技訓練を「磨き屋マイス
ター」（組合理事長や理事）から受ける。これまでに 15 名の修了者を輩出し、4 人が開業して
いる（注 15））。 
燕商工会議所は、研磨加工以外にも、町工場によびかけて商品・加工・OEM 生産の共同受
注ネットワークを目指したが、十分な成果が得られていない模様である。 
 次に集散地問屋による産地の牽引を検討しよう。上越新幹線「燕三条駅」と高速道路のイン
ターチェンジ設置に対応した基盤整備として、物流センターが計画・実行され、狭隘な旧市街
表 9．燕市における廃業予定・後継者未定の小規模製造業者 
一次分類項目 二次分類項目 三次分類項目 
回答 回答 
数 % 数 % 
計 全業種   1187 100.0     
  製造業       762 64.2 
  うち後継者決まっている   308 25.9     
  うち後継者未定   344 29.0     
  うち後継者不要   531 44.7 531 100.0 
    自分の代で廃業予定     493 92.8 
    譲渡予定･その他     30 5.6 
製造業   762 100.0     
うち後継者決まっている     204 26.8     
うち後継者未定     203 26.6     
うち後継者不要     352 46.2 352 100.0 
  自分の代で廃業予定       325 92.3 
  譲渡予定･その他       23 6.5 
自分の代で廃業予定
  325 100.0     
金属研磨･表面処理   92 28.3     
  バフ研磨     70   
  バフ研磨以外の研磨     18   
  研磨以外の金属表面処理     4   
金属プレス製品製造   50 15.4     
洋食器製造   38 11.7     
溶接加工   30 9.2     
その他の機械･同部分品製造   29 8.9     
利器工匠具製造   12 3.7     
その他のプラスチック製品製造   9 2.8     
その他の金物類製造   7 2.2     
金属彫刻   6 1.8     
金属加工機械製造   5 1.5     
ボルト･ナット･ねじ製造   4 1.2     
金属線製品製造   3 0.9     
製缶･板金   3 0.9     
鎚起銅器製造   3 0.9     
その他   34 10.5     
資料)燕商工会議所『小規模事業者アンケート』(2014 年 9～11 月調査)による 
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地の卸売業務が生まれ変わった。燕市の比較的規模の大きな流通業者 37 社は、1973 年に設立
された燕商業卸団地協同組合に加入し、1980 年までに物流センター（図 8 の 12）に集積立地
した。その後組合は協同組合つばめ物流センター（RaDD）と名称変更し現在にいたる。設立
当初の 37 事業者等と 2017 年現在の 34 事業者等を比較し、表 10を作成した（協同組合つばめ
物流センター2017）（注 16）。当初の 37 事業者のうち現在も団地内で事業を営むのは 23 事業者で
ある。残る 14 業者のうち 3 事業者は団地転出後も卸売業を続けているが、11 事業者は廃業し
た。事業者の交代は、活動している企業が決して安定的に事業を進めているのではなく、常に
表 10．つばめ物流センターの事業者 
設立整備時１丁目２丁目
 
設立時 
加入組合員
店舗立地年 1975(11),1976(20),1977(3),1979(2),1980(1)計 37 
卸業者の
業種内訳
金属洋食器･器物、 
ハウスウェア、 
家庭金物 
洋食器・器物・銅器 17 
家庭用金物雑貨 7 
厨房用品 5 
利器工匠具･その他 2 
鋼材 3 
機械･農機具 2 
塗料 1 
運送業者 3 
金融機関 2 
関連機関(洋食器検査協会、金属ハウスウェアー工業組合) 2 
２０１７年時１～４丁目
 
組合員 
店舗立地年
1975(8),1976(9),1977(3),1979(2),1980(1),1988(1), 
1992(1),1998(1),2001(3),2006(1),2012(1),2013(1), 
2015(2)計 34 
業者の 
内訳 
金属洋食器･器物、 
ハウスウェア、 
家庭金物 
洋食器・器物・銅器 4 
家庭用金物雑貨 10 
厨房用品 7 
利器工匠具･その他 5 
鋼材 3 
機械･農機具 2 
塗料 1 
道路貨物運送業 2 
準組合員 家庭用金物雑貨 1 
賛助会員 内訳 
通関業者 1 
金融機関 2 
機械輸送機械金属製品卸 4 
その他(自動車分解整備･冠婚葬祭) 2 
関連機関(日用金属製品検査センター) 1 
資料)燕商業卸団地協同組合 1980年度パンフレット、協同組合つばめ物流センター2004
年度パンフレット、協同組合つばめ物流センター2017 年度組合員名簿 
注）社名変更企業の店舗立地年は旧名時の年を用いる。現組合員のうち 4 社は域外企
業の燕支店･営業所 
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競争にさらされていることを物語っている。つまり、卸売業は競争による盛衰が激しい。業種
では、洋食器・器物等が大幅に後退してそれ以外の金物雑貨、厨房用品、利器等に中心が推移
している。販売先には、消費者向け（大型小売店用）と業務用があるが、厨房用品でみる限り、
業務用が多い。品質への信頼による長期的取引が培いやすい業務用に比べて、消費者向け（大
型小売店）は価格競争にめまぐるしくさらされ、在庫管理や海外生産への迅速な対応を要する。
燕の場合、高品質の業務用品を製造販売できるため業務用の比重が高いと思われる。 
 つばめ物流センター組合員企業の団地内従業員は、2011 年以降ではあるが、運送業 2 社を除
いて、1510 人台を維持してきた。業者数は 37 から 32 に減少しているので、一企業あたりの
雇用者数が増加していることになる。 
このほか、物流センターでは、2001 年以降に物流センターの敷地を拡大し、組合の規則改定
により域外企業の現地支所・営業所 4 社も組合員となり、現在に至っている。工業団地におい
ても、機械・金属製品製造、原材料の鋼材製造について、少なくない域外製造業者が支所や製
造工場を建設して事業活動を行っている。このように生産・流通両面において、燕産地の製造
工場・卸売業者から、燕に拠点を置く製造工場・卸売業者への変化が進行している。卸売にお
いても事業所の規模拡大、小規模卸売業者の後退が進行しているととともに、燕製品を全流通
の一部分に位置づけた集散地拠点としての性格を強めている。企業レベルでの盛衰・浮沈を繰
り返しながら、産業として、総体の企業群としての経済活動を活発に展開しているのが現在の
燕の産業集積である。 
第三に、OEM に特化した企業とニッチ市場製品を開発する企業の意義と役割について検討
しよう。まず、OEM 受注は、農業の受委託と同様、商品の販売リスクを負わず、質のいい労
働（技術）の提供によって高い労賃を得る活動を意味するから、本来的にはメーカー志向とは
異なる選択肢である。しかし、メーカーが自社製品製造の波の調節弁として OEM の受注を活
用し、あるいは技術開発の一過程や情報獲得のため OEM を活用することがあり、この場合は
主体的・積極的な OEM の活用を経営戦略として選択していることを意味する。これに対して、
「大企業との関係で中小企業に生じる問題性」（黒瀬 2012）のため、メーカー志向でありなが
ら経営上 OEM に依存せざるを得ないのであれば、中小企業による OEM 受注は積極的な経営
戦略とは言い難い。したがって、OEM および OEM に特化した企業を一義的に評価すること
は困難である。ただし、OEM は、商品需要に関する情報を内包し、特化した技術を用いた製
品開発であるので事業化や技術の育成機会を提供してくれる。したがって、農家副業や奉公・
低廉労働の層による産地の再生産が困難な現在、個別企業の次元をこえて産地ないし産業集積
の維持・再生産に必要な能力の訓練の点でも重要な手段と思われる。  
 燕市の製造品出荷額等はリーマンショック後の 2009 年から 2014 年の 5 年間に 21％増加し
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ている。同期間に三条市、東大阪市、大田区はそれぞれ 3.3％増、2.5％増、25.4％減である。
この増加に貢献した機械・金属製造業において、OEM 特化企業とニッチ製品開発企業が果た
した役割は大きい。ニッチ製品開発企業は、渡辺（2001）の指摘以上に、その後、燕において
広範な存在になっている。燕商工会議所の金属製品製造業の会員企業では 168 社がホームペー
ジを作成・公開している。会員欄に各企業が冒頭に掲げる事業を主たる事業とみなすと、8 割
を金属加工、2 割を機械が占める。業種では、ハウスウェアー（25%）と研磨（14%）が 10%
以上の比率の業種である（表 11）。 
しかしながら、ニッチ製品開発企業の特色は、基盤の金属加工技術を活用して多種類の用途
の異なる製品を製造販売する点にある。つまり、多角化により範囲の経済性が生じる点である。
たとえば、ステンレス材のプレス・鍛造・機械加工・研磨・表面処理などの技術を活かした気
密タンクや真空装置、作業工具・利器工匠具の製造技術から園芸・農林業・建設業などのさま
ざまな作業機器製造への応用、多様な表面処理技術を使い分けての自動車・機械・弱電・金型
部品や歯車・ボルトナット・シャフトや鍛造品の製造など、製品の対象は産業部門をまたいで
広く拡大している。したがって、その中に OEM 製品が加わることも多い。その意味で OEM
企業とニッチ製品開発企業を区別するのはあまり現実的でない。製造品の点では、従来は消費
財の割合が高かったのが、現在では十～数十社の企業から受注を受けて中間財を販売する企業
が増加している。工業団地の広大な敷地を活かして、事業の拡大とりわけ製品の多様化に合わ
表 11．燕商工会議所会員の金属製品製造業者の業種（2017 年現在） 
業種 業者数 
金属洋食器 14
家庭器物､厨房用品 42
利器工匠具 15
鑢･作業工具 5
製缶･板金 11
鋳造･鍛造 2
塗装･メッキ 5
溶接 8
切削 3
金型･部分品･プレス 6
金属研磨 23
金属彫刻 2
一般機械･農機具 11
電気機器 8
輸送機器 4
電子情報･医療･精密 7
プラスチック 2
計 168
注）燕商工会議所『金属製品製造業会員企業データ』
2017 年による 
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せて製造工場を増やしていく事業形態がこのタイプの企業に共通した事業行動となっている。 
以上見てきたように、燕の機械・金属製造業の近年の変化と高い活力は、燕市による工業団
地の造成と移転・創業企業への優遇・補助施策、燕商工会議所による産業支援、基盤技術を有
する事業者・創業者の再生産の取り組みが大きく貢献している。また、全国規模の企業も、少
なからず、営業所や製造工場を燕市の工業団地に立地して事業展開しており、産業集積度を高
め、層としての高い技術力維持にとって有利に作用し、燕の機械・金属製造業を支える条件の
ひとつになっている。 
（3）公的支援機関の活動―地場産業振興センターと中小企業支援センターの活動の対比― 
 現在の燕における機械・金属製造業の集積は、多様な業種・業態の企業群の活動の集合であ
る。それは、従来の洋食器・ハウスウェアー盛期の産地とは異なるが、マーシャルの指摘した
特性、すなわち「知識や技術のスピルオーバーが生産増大と新たな知識・技術を生み出すシナ
ジーを生じる環境（状況）」「規模の経済に基づく大企業の優位性のもとでも駆逐されずに小企
業集積が存続する条件」は今も健在である。燕の産業集積をどのように認識すべきかは、結局
のところ、新たに生成されている現在の燕の産業集積に対して、構成企業間のネットワークを
把握しなければ結論がだせない。表 4 の調査票を構成企業群に対しておこなうことを通じて、
燕の企業群を規定する経済法則に則した産業集積の実態が明確になるのである。 
 では、産地型産業集積や非産地型産業集積を形づくる上で重要な役割を果たしてきた、公的
支援機関の現在の活動は、どのような内容をもち、いかなる特色・性質を有しているのか。最
後に、燕と横浜における支援機関の活動を比較し、支援機関の活動内容の点で産地型・非産地
型の異同がどの程度存在するのか、あるいは近似しているのかを検討しよう。 
 燕の機械・金属製造業の公的支援機関には、新潟県、新潟県三条地域振興局、燕市役所、燕
商工会議所、燕三条地場産業振興センター、日本金属洋食器工業組合、日本金属ハウスウェアー
工業組合、金属製品製造・販売部門別組合がある。ここでは、燕市以下の関係機関のうち燕三
条地場産業振興センターについて扱う。すでに市役所と商工会議所については、工業団地の造
成、磨き屋シンジケートの立ち上げと事務局担当の取り組みを紹介した。また、日本金属洋食
器工業組合、日本金属ハウスウェアー工業組合、金属製品製造・販売部門別組合の活動は各該
当部門に限定した取り組みにとどまる。これに対して、地場産業振興センターは、県および政
令指定都市が組織する非産地型産業集積の中小企業支援センターと対比される存在である。具
体的には、公益財団法人燕三条地場産業振興センターの活動と中小企業支援センター横浜企業
経営支援財団（IDEC）の活動をとりあげる。 
燕三条地場産業振興センターは、地場産業を振興するために全国の主な地場産業地域に設立 
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図 10．燕三条地場産業振興センターの支援活動 
注）公益財団法人燕三条地場産業振興センター(2017)『平成 29 年度事業計画書』により作成 
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された。しかし、地場産業の衰退に伴い、活動を停止して解散した県も多く、現在はピーク時
の約半分の県で存続している。燕三条地場産業振興センターはその中で最も活発に活動をして
いる。その支援活動は、『平成 29 年度事業計画書』に基づいて図 10 のように示せる（注 17）。振
興センターは収益事業を行うメッセピアと産業振興・企業支援を行うリサーチコアの 2 つの建
物からなる。このうち産業振興・企業支援は、「海外販路支援事業」「企業人材育成事業」「技術
力強化（技術支援事業）」「受注促進・販路開拓事業」の 4 つの事業群からなる。海外販路支援
事業では、見本市への出展や展示会の催しが従来から行ってきた主な活動で、2017 年度に初め
て専門員を配置して事業展開に対する相談室が設けられたが、活動内容はほぼ海外への製品販
売の支援に限定されていて、地域企業の海外での事業展開を支援する取り組みは行われてこな
かった。人材育成事業は、在職者の技術研修、具体的には在職年に合わせた製造技術等の研修
と、事業主等に対する経営力強化、具体的には経営企画書・事業企画書の作成や広報活動、情
報処理演算の支援からなる。技術力強化事業では、産学連携による技術の向上への取り組みと
「ものづくメッセ」の開催・出展による技術開発の実践の支援が主たる活動である。受注促進・
販路開拓事業では、「燕三条工場の祭典」により、外部の事業者および一般観光客が製造工場や
製品・事業者に直接触れ合う機会を設け、また年に 2 回技術系展示会に出展している。これら
は事業者の出展活動を支援することにとどまり、振興センター自体の活動は域外企業への産
地・地域企業の情報の発信である。 
一方、横浜企業経営支援財団（IDEC）の支援活動は図 11 となる（注 18）。この組織は、中小企
業庁の監督のもと、県や政令指定都市の中小企業支援センターが地元の中小企業やベンチャー
企業に知的財産の専門家を集約的に一定期間派遣して支援している。横浜市では、1991 年に財
団法人横浜市中小企業振興事業団として設立され、1998 年に財団法人横浜産業振興公社、2004
年に横浜市中小企業支援センター、2007 年に横浜企業経営支援財団（IDEC）に名称変更し、
以後現在まで活動している。横浜市の公益財団法人で、総務部と経営支援部からなり、総務部
に施設経営担当（IDEC が運営する施設の管理運営）、経営支援部に経営支援・技術支援・国際
ビジネス支援・マーケッティング支援の 4 担当がそれぞれ置かれている。中小企業の高度の技
術を最大限活用するため、IDEC はさまざまな機会を探求している。3D 印刷技術はその典型的
な例である。大企業を退職した 16 名の専門家をコンサルタント、講演者、助言者として抱え
ている。女性の起業は IDEC が長年取り組んできた事業でひとつの特徴になっている。上海、
タイ、ヴェトナムに、営業を探求するためのベースオフィスとして横浜市の中小企業が借りて
利用できるビルを所有している。企業の社会的責任と企業への励まし（鼓舞）のために地域貢
献企業認定制度を実施しているのがもう一つの特徴である。学術機関と NPO がこの活動を維
持するために支援コンソーシアムに組み込まれており、メセナ・フィランソロピー、環境など 
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図 11．2012 年中小企業経営力強化支援法施行後の横浜企業経営支援財団（IDEC）による 
中小企業支援活動 
注）IDEC の作成資料、ニュースレター、ホームページおよび 2016 年 6 月 3 日 IDEC 訪問聞き取りに
より作成 
 
とともに、横浜に対する企業の貢献度を評価基準に据えて認定が行われている。横浜 IDEC の
場合、多額の予算と吏員や専門相談員を擁して、前進を切望する中小企業を支援している。6
施設の活用のほか、主な活動である経営支援、技術支援、高い企業水準の維持・探求、国際ビ
ジネス支援の四グループのいずれにおいても、企業の事業進出を具体的に支援する程度が高い。 
両者の相違点として顕著なのは、IDEC が海外事業も含めて個々の企業活動を支援する体制
を確立しているのに対して、燕三条地場産業振興センターは、域外に対する産地としての販売・
出展・交流活動および技術振興への支援が主な活動をなし、個々の企業の事業展開を支援する
体制は脆弱で、そのような活動はほとんど行って来なかった点である。上述の工業団地の造成
や基盤技術の維持のための取り組みともあわせて、産地型集積地と非産地型集積地では、関係
機関による支援のあり方が大きく異なっている。燕に所在する企業が海外に生産工場や協力工
場をもつことも現在では珍しくないが、関係機関の支援体制は産地型の特色を色濃く反映して
いる。 
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5．おわりに―産地型の持続可能性および非産地型との異同・関係― 
 
現在の燕の機械・金属製造業の集積地では、上記のように、金属加工技術を共通の基盤にし
ながらも、製品化においては多数の企業がそれぞれ技術の高度化を追求し、相互に大きく異な
る事業展開を行っている。これらの企業の受注・販売先や仕入れ・外注先などの分析を小論で
はできていない。また集散地問屋の流通製品に燕の製造品がどの程度を占め、問屋と製造企業
の間にどの程度の取引や系列の関係があるのかも小論では不詳である。現在の燕の産地として
の性格に関しては今後の課題である。 
現在の産業集積の実態における製品の製造においては、生産技術上の必要のため個々の企業
による一貫処理の工程が拡大している。販売についても、自社ホームページを通じてのインター
ネットや OEM による販売方法の比重が高まっている。すなわち、共通する製品の製造工程を
細かく専門分化し、社会的分業によって製品を完成して産地問屋が販売する産地（地場産業地）
の姿は徐々に過去のものとなりつつある。産地を「製造工程の細分化と社会的分業による製造
の完成、製造過程を束ねる産地問屋による販売」と捉えれば、現在の燕は産業集積地ではある
が産地（地場産業地）ではない。しかし、そのような産地は、現代ではむしろ例外的にしか存
在しないであろう。 
 これに対して、金属加工技術を共通の基盤としながらも技術の高度化を追求した後に、その
技術が次世代における共通の基盤となり、そのうえで集積地の構成企業群が相互により上位の
技術を追求し、新たな製品開発をめざす。このことを可能にするほどに個々の企業が高い技術
力を有して競い合う状態、そしてこれを層としてなすに足る数の企業≒技術事業者の再生産を
可能にする産業風土とが燕地域にあるならば、それこそが現代的な意味での産地といえるので
はないか。 
企業の活動をみると、大半の対応策が個々の企業によって単独になされている。成果を得る
までに費用も時間も長くかかり、対応策は時には成功し、時には失敗する。個々の企業ごとに
見込みがあると考えた方向を追求するので、常に同じないし類似のプログラムを履行するわけ
ではない。先進国の地域産業集積は構成員の企業の多様性で特色づけられていて、均一の高生
産性を構成員の全企業が追求する開発途上国の地域産業集積と非常に異なっている。磨き屋シ
ンジケートを典型とする共同受注グループの形成は燕が実質的な製造地域の集積であることを
示している。このほか、燕に R&D（研究開発）の場を設置し、より低賃金で労働力を確保で
きる地域に製造工場を買収その他の方法で配置する空間的分業を実践している企業群も所在す
る。また、公的支援体制も大きく様変わりしている。注意深い支援と高い技術によって、金属・
機械企業や食品企業は新たなレベルをめざしている。 
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付記：本研究は、科学研究費助成事業 基盤研究（C）（一般）「現代日本における終末期の村
（ムラ）と新たな地域の形成」（課題番号 16K03202）による成果である。 
 
 
注 
1）表 1 の作成については、多くの先行研究を参考にした。松橋公治（1986）、矢田俊文編著（1990）、富
樫幸一（1997）、友澤和夫（1999, 2000）、松原 宏（1999）、矢田・松原編著（2000）、山本健兒（2005）、
長尾謙吉（2006）などがそれにあたる。 
2）「企業風土」、「シリコンバレーの文化」（Castells & Hall, 1994）、「企業家精神に基づく活動」（清成忠
男, 1996）など、中小企業論や地域経済論の研究で具体的に産業地域の説明にグラノベターの概念を援
用する例が多い。 
3）M.J. ピオリ＆C.F. セーブル（1984）は、19 世紀の機械制工業への生産体制の変化を「第一の産業分
水嶺」と名づけ、少品種大量生産から多品種少量生産への生産体制の変化をこれに匹敵する構造的変動
とみなして「第二の産業分水嶺」と名づけた。 
4）M. ポーターについては、竹内弘高訳（1999）、藤田 誠（2011）、加藤和暢（2000）を参照した。「産
業クラスター」を柱に据えた経営の検討については、藤田昌久監修（2009）などがある。 
5）瀧澤（1980）は、中小企業研究の認識論（基本的スタンス）についての自らの分類群を、排他的なも
のではなく、相互依存的・複合的な面もあると述べている。その立場からの考察を深め、瀧澤は中小企
業を「大企業ではできない重要な役割・貢献を果たす、相対的に規模の小さい企業群の多くが、大企業
でないために生じる問題を持っているため、放置しておいたのでは、その重要な役割・貢献を果たせな
くなる」企業と定義し、その研究や政策の必要性を主張している。 
6）SMEs と起業に関する応用政策研究機関として、ヨーロッパ社会経済研究ネットワーク（ENSR）が
1991 年に設立され、ヨーロッパ全域（EU28 国＋非加盟 4 国）とトルコの計 33 カ国をカバーする 600
人以上の研究者ネットワークにより多数のプロジェクト研究や報告書を刊行している。その定期刊行物
として、ENSR は 1993 年以来 2017 年現在まで毎年、欧州委員会企業総局に『ヨーロッパ中小企業白書』
を報告している。日本では公益社団法人中小企業研究センターがこれに該当するとともに、中小企業庁
が毎年『中小企業白書』『小規模企業白書』を刊行している。 
  また、SMEs 振興政策、SMEs への公的支援は、EU の中核的政策になっており、「小企業のためのヨー
ロッパ憲章」に基づいて、（周辺地域の）地域振興のための中小企業の支援、中小企業の連携の支援が行
われている。さらに、北欧では「地域政策補助金」「地域開発・社会ファンド」を用いて、教育内容の改
革と公共施設の建設･活用により知識社会化を促進して学ある労働力を確保し、地域振興会社を設立して
起業を含む高品質の製品・サービスの提供、付加価値の付与による地域の高度化を進める政策、企業群
が組合を組織して労働力の確保、R&D によるマーケッティング調査、産業の開拓を行う政策が実施され
ており、地域振興に向けた次元の異なる SMEs 政策と評価できる。 
7）A. Markusen（1994）、黒瀬直宏（2012）を主に参考にして作成した。 
8）中小企業庁は、「産地」を「中小企業の存立形態のひとつで、同一の立地条件のもとで同一業種に属す
る製品を生産し、市場を広く全国や海外に求めて製品を販売している多数の企業集団」と規定し、年間
生産額がおおむね 5 億円以上の産地を調査対象とする「産地概況調査」を、1963（昭和 38）年度から
2005（平成 17）年度まで毎年実施した。1978（昭和 53）年度の調査では 338 産地が対象になっている。
この規定による産地は、おおむね地場産業地域とみなしてさしつかえない。食料品、繊維、衣服･その他
繊維、木工･家具、窯業･土石、機械･金属、雑貨の７業種別産地数、各産地の地域・企業数・従業者数・
生産額および生産に占める輸出の割合などを毎年の調査項目としている。輸出が調査上重視されている
のは、重工業の振興に必要な外貨獲得に産地の製品が果たす役割が重要であった点をうけてである。調
査の廃止は、中小企業基本法の改正により中小企業の性格規定を変更し政策体系を転換したことが直接
の理由である。産地は、実態面での製造業に占める比率の低下とともに、政策面でも主たる中小企業の
存在形態ではなくなった。また「産地概況調査」の統計が示すように、正確なデータ取得が徐々に困難
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さを増していた。 
「産地概況調査」1978 年度に関しては、全体の概要だけでなく個々の産地の調査内容の詳細な報告書が刊
行されている。それ以前・以後の年度については 1996 年度調査結果までそのような報告書は未確認であ
る。1997（平成 9）～2005（平成 17）年度については中小企業庁のサイトに概要が公開されている。2010
年、2015 年にほぼ同内容の委託調査がなされた。2002～2005（平成 14～17）年度、2015（平成 27）
年度調査結果については、全体（詳細）が掲載されていて、全国の産地の一覧を確認できる。2005 年度
報告書に、調査開始以来の毎年の産地数、各産地の業種・企業数・従業者数・出荷額、輸出の値が表示
されている。 
9）辻本他（1973-74）は、関東の西北部山麓に次の 14 機業圏の存在を挙げている。結城、館林、佐野、
足利、桐生、伊勢崎、秩父、小川、飯能、青梅、所沢、村山、八王子、上野原･大月･富士吉田。 
10）このほか、燕駅から新潟市を結ぶ新潟交通（電車）が通っていたことが、輸送力の点で重要な利点で
あった。 
11）『工業統計調査』各年版による。1970 年については 1969 年値と 1971 年値の平均値、1953 年値につ
いては竹林（1956）掲載の『燕市勢要覧』（1953 年度）による。産業中分類は本表の期間に数度改訂が
行われているので、「一般機械器具」＝「汎用・生産用・業務用機械器具製造業」、「電気機械器具製造業」
＝「電気機械器具・情報通信機械器具・電子部品デバイス・電子回路製造業」、「精密機械器具製造業」
＝「計測・医療・理化学・光学製造業」とみなして処理をした。 
12）中小企業共同工場が 20 人以下の従業員であることを入居条件としたのに対して、他の団地は 20 人以
上を入居条件としたものが多い。製造業では 20 人以下を「小規模企業者」とし、20 人より多く 300 人
以下を指す「中小企業」と区別しているので、工場団地の整備は主として中小企業の支援といえる。 
13）小規模企業は、建設業、製造業では 20 人以下の従業者の企業を指す。第三次産業では 5 人以下の従
業者の企業を指す。 
14）燕商工会議所での聞き取りおよび磨き屋シンジケートホームページ（http://www.migaki.com） 
15）「燕市磨き屋一番館」のパンフレットとホームページ（http://www.tsubamekenma.com）、および「燕
研磨振興協同組合」資料 
16）つばめ物流センターでは、『協同組合つばめ物流センター』、『組合員名簿』（ともに 2017 年 3 月現在）、
1980 年、2004 年のパンフレットを提供いただいた。 
17）2017年9月29日に公益財団法人燕三条地場産業振興センターのリサーチコアを訪問してご教示を得、
資料をいただいた。 
18）2016 年 6 月 3 日に IDEC 経営支援課を訪問してご教示を得、資料をいただいた。 
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